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【建設業者団体（規約第4条第1項第２号）】

（一社）東京建設業協会
（一社）全国中小建設工事業団体連合会

【建設業に関係する団体（規約第4条第1項第4号）】

（公社）全国ビルメンテナンス協会

第2回建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会の新規加入団体
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第2回からの新規加入団体

【参考】建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会規約（抜粋）

（構成員）
第４条 協議会は、次に掲げる構成員をもって組織する。
一 学識経験者
二 建設業者団体
三 建設工事の発注者で構成する団体
四 建設業に関係する団体（第二号及び第三号に掲げるものを除く）
五 厚生労働省
六 国土交通省
七 日本年金機構
八 その他協議会が必要と認める者
２ 前項第二号に掲げる構成員は、社会保険加入促進計画を作成し、協議会に提出する。
３ 新たに構成員となろうとする者は、次条に規定する会長の承認を得て構成員となる。

前回開催以降、以下の３つの団体より加入の申請がありました。
各団体より加入申請書及び建設業者団体からは社会保険加入促進計画を受領し、会長からの承認を得たため、第２回より新規加入となりました。



発注者団体（１６団体）
(一社)全国住宅産業協会
(一社)日本ガス協会
(一社)日本経済団体連合会
(一社)日本建築士事務所協会連合会
(一社)日本自動車工業会
(一社)日本電機工業会
(一社)日本民営鉄道協会
(一社)不動産協会
(一社)不動産流通経営協会
(公社)全国宅地建物取引業協会連合会
(公社) 全日本不動産協会
(公社) 日本建築家協会
(公社) 日本建築士会連合会
(公社) 日本建築積算協会
電気事業連合会
日本商工会議所

オブザーバー（地方関係団体）
全国市長会
全国知事会
全国町村会

行政関係機関
厚生労働省
労働基準局労働保険徴収課
職業安定局雇用保険課
職業安定局建設・港湾対策室
雇用環境・均等局勤労者生活課
保険局保険課全国健康保険協会管理室
年金局事業管理課
日本年金機構 厚生年金保険部

「建設キャリアアップシステム処遇改善推進協議会」について

学識経験者
蟹澤宏剛芝浦工業大建築学部教授 ◎

建設業団体（８１団体）
(一財) 中小建設業住宅センター
(一社) 建設産業専門団体連合会 ○
(一社) 建築開口部協会
(一社) 住宅生産団体連合会
(一社)消防施設工事協会
(一社) 情報通信エンジニアリング協会
(一社) 全国基礎工事業団体連合会
(一社) 全国クレーン建設業協会
(一社) 全国建行協
(一社) 全国建設業協会 ○
(一社) 東京建設業協会
(一社) 全国建設産業団体連合会
(一社) 全国コンクリート圧送事業団体連合会
(一社) 全国建設室内工事業協会
(一社) 全国タイル業協会
(一社) 全国ダクト工業団体連合会
(一社) 全国中小建設業協会
(一社) 全国中小建設工事業団体連合会
(一社) 全国鐵構工業協会
(一社) 全国道路標識・標示業協会
(一社) 全国特定法面保護協会
(一社) 全国防水工事業協会
(一社) 全日本瓦工事業連盟
(一社) 鉄骨建設業協会
(一社) 日本アンカー協会
(一社) 日本ウエルポイント協会
(一社) 日本ウレタン断熱協会
(一社) 日本運動施設建設業協会
(一社) 日本海上起重技術協会
(一社) 日本型枠工事業協会
(一社) 日本機械土工協会
(一社) 日本基礎建設協会

(一社) 日本橋梁建設協会
(一社) 日本金属屋根協会
(一社) 日本空調衛生工事業協会
(一社) 日本グラウト協会
(一社) 日本計装工業会
(一社) 日本建設業経営協会
(一社) 日本建設業連合会 ○
(一社) 日本建設軀体工事業団体連合会
(一社) 日本建設組合連合
(一社) 日本建築板金協会
(一社) 日本在来工法住宅協会
(一社) 日本左官業組合連合会
(一社) 日本サッシ協会
(一社) 日本シヤッター・ドア協会
(一社) 日本潜水協会
(一社) 日本造園組合連合会
(一社) 日本造園建設業協会
(一社) 日本タイル煉瓦工事工業会
(一社) 日本電設工業協会
(一社) 日本道路建設業協会
(一社) 日本塗装工業会
(一社) 日本鳶工業連合会
(一社) 日本トンネル専門工事業協会
(一社) 日本内燃力発電設備協会
(一社) 日本配管工事業団体連合会
(一社) 日本保温保冷工業協会
(一社) 日本屋外広告業団体連合会
(一社) 日本冷凍空調設備工業連合会
(一社) ビルディング・オートメーション協会
(一社) プレストレスト・コンクリート建設業協会
(一社) プレストレスト・コンクリート工事業協会
(一社) フローリング協会
(一社) マンション計画修繕施工協会

国土交通省
大臣官房会計課
大臣官房技術調査課
大臣官房官庁営繕部計画課
不動産・建設経済局建設業課
不動産・建設経済局建設市場整備課（事務局）

◎：会長 ○：副会長（４）

建設キャリアアップシステムの活用を通じて、社会保険加入の徹底、労務費及び法定福利費の確保、建退共の適正
履行の確保をはじめとした技能者の更なる処遇改善を推進するため、「建設キャリアアップシステム処遇改善推進協
議会」を設置。 ※「建設業社会保険推進・処遇改善連絡協議会」を発展的改組

構成団体等（合計１０６団体）

(公財) 建設業適正取引推進機構
(公社) 全国解体工事業団体連合会

(公社) 全国鉄筋工事業協会
(公社) 日本エクステリア建設業協会
全国圧接業協同組合連合会
全国板硝子工事協同組合連合会
全国管工事業協同組合連合会
全国建設業協同組合連合会
全国建設労働組合総連合 ○
全国建具組合連合会
全国ポンプ・圧送船協会
全国マスチック事業協同組合連合会
全日本板金工業組合連合会
ダイヤモンド工事業協同組合
日本外壁仕上業協同組合連合会
日本建設インテリア事業協同組合連合会
日本室内装飾事業協同組合連合会

建設業関係団体（８団体）
(一財) 建設業振興基金
建設業労働災害防止協会
(公財) 建設業福祉共済団
(公社)全国ビルメンテナンス協会
全国社会保険労務士会連合会
独立行政法人勤労者退職金共済機構
日本行政書士会連合会
日本建設産業職員労働組合協議会

２
赤字：第2回からの新規加入団体
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令和４年度公共事業労務費調査の実施について
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(１) 最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映し、47都道府県・51職種別に単価を設定

(２) 必要な法定福利費相当額や義務化分の有給休暇取得に要する費用のほか、時間外労働時間

を短縮するために必要な費用を反映

(３) 新型コロナウイルス感染症の影響下であることを踏まえた特別措置※を適用
※ 前年度を下回った単価は、前年度単価に据置

令和４年３月から適用する公共工事設計労務単価について

注）金額は加重平均値、伸率は単純平均値で算出

単価設定のポイント単価設定のポイント

職種 全国平均値 令和３年度比 職種 全国平均値 令和３年度比

特殊作業員 23,103円 ＋４．４％ 運転手（一般） 20,797円 ＋４．０％

普通作業員 19,538円 ＋３．１％ 型枠工 26,246円 ＋２．３％

軽作業員 14,999円 ＋１．２％ 大工 25,156円 ＋１．９％

とび工 25,512円 ＋１．５％ 左官 24,839円 ＋２．８％

鉄筋工 25,801円 ＋３．３％ 交通誘導警備員Ａ 14,873円 ＋３．７％

運転手（特殊） 23,979円 ＋４．４％ 交通誘導警備員Ｂ 12,957円 ＋３．２％

全 国

主要12職種※（19,734円）令和３年３月比；＋３．０％（平成24年度比；＋５７．６％）

全 職 種 （21,084円）令和３年３月比；＋２．５％（平成24年度比；＋５７．４％）
※「主要12職種」とは通常、公共工事において広く一般的に従事されている職種

（主要１２職種）
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公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和２年以降は令和２年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。

令和３年３月から適用する公共工事設計労務単価について

○全国全職種平均値は時間外労働時間を短縮するために必要な費用を反映し、１０年連続の上昇

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R02 R03 R04 H24比

主要12職種 +15.3% → +6.9% → +3.1% → +6.7% → +2.6% → +2.8% → +3.7% → +2.3% → +1.0% → +3.0% +57.6%

全職種 +15.1% → +7.1% → +4.2% → +4.9% → +3.4% → +2.8% → +3.3% → +2.5% → +1.2% → +2.5% +57.4%

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注3）伸び率は単純平均値より算出し
た。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映
・東日本大震災による入札不調状況に応じた
被災三県における単価引き上げ措置

等を実施

１０年連続の上昇

令和４年３月から適用する公共工事設計労務単価について
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公共工事設計労務単価の概要

○改訂：毎年10月、国、都道府県、政令市等発注の公共工事に
従事する建設労働者（約１１万人）の賃金支払い実態を
調査し、年度当初に改訂。

○留意事項：
・公共工事設計労務単価は、個々の契約（下請契約における労務単価や雇用契約における労働者への支払い賃金）を拘束するものではない

・法定福利費（事業主負担分）や、労働者の雇用に伴う会社負担の諸経費（労働者の募集・解散に要する費用、作業用具・被服に要する費用、

労働者の宿泊・送迎費等）は含まない。（これらは別途、間接工事費にて計上されている）

・時間外・休日・深夜の手当は含まない（必要に応じ発注者が別途積算）

賃金

定期の賃金

基本となる賃金 ①基本給相当額

時間外割増賃金、休日割増賃金など

家族手当、現場手当、役付手当、技能手当など

通勤定期の支給、食事の支給など

③実物給与

②基準内手当

賞与、退職金など

④臨時の給与

工具手当（経費に関するもの）、突貫手当など

割増賃金

諸手当

実物給与

臨時の賃金等

○ 予定価格では、１日８時間労働（時間外・休日労働なし）を前提として積算。

○ このため、設計労務単価は、支払い賃金から時間外割増賃金等を除いた上で、１日８時間労働に相当する額に換算し設定。（次の①～④）

公共工事設計労務単価の構成

○性格：公共工事の予定価格の積算用単価
（51職種、都道府県ごとに設定）

○法令：予算決算及び会計令第80条第２項
「予定価格は、・・・・取引の実例価格、・・・等を考
慮して適正に定めなければならない。」 請負工事費

消費税相当額

工事価格

一般管理費等

工事原価

間接工事費
共通仮設費

現場管理費

直接工事費 【歩掛×単価】

労務単価

資材単価
機械経費

歩掛（数量） ×

予定価格の積算体系

労働者の雇用に伴う会社負担の
諸経が含まれる

・現場労働者の募集等
に要する経費

・法定福利費 等

・現場の安全費 等

・会社（本支店）の必要
経費、適正利潤 等

共通仮設費
・現場の安全費 等

現場管理費
・現場労働者の募集等

に要する経費
・法定福利費

（事業主負担分） 等

労働者の雇用に伴う会社負担の諸経費が含まれる

※

※土木の積算体系

公共工事設計労務単価の概要
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○ 国交省及び農水省（二省）の公共工事設計労務単価設定の基礎資料を得るための調査（昭和４５年より実施）。

○ 全国における二省等の公共工事から、１０月に施工中の、１件当たり１，０００万円以上の工事を選定母集団とし

て、調査対象工事（約１０，０００工事）を無作為抽出（技能労働者数：約１１万人）。

○ 調査対象工事に従事する技能労働者の賃金について、積算で用いる５１の職種区分に分類し、都道府県別に

把握。 （企業の規模や下請次数の制限はなく、対象職種に該当する全ての技能労働者が対象）

○ 調査対象企業は、対象工事に従事した全ての技能労働者について、調査票に賃金等の必要事項を記入し、

調査票と確認資料のコピーを送付 （９月～１０月）。

○ 調査員が賃金や労働時間等の記載内容につき、賃金台帳や工事日報等の各種書類と照合し、疑義や修正事項

がある場合は、電話で聞き取りを行い、厳密に賃金の実態を把握。

公共事業労務費調査（書面調査の場合）の概要

対面調査（一部）対面調査（一部）書面調査（原則）書面調査（原則）

全国の会場におい
て、企業毎に調査員
が面接形式にて賃金
実態を厳密に調査。

調査会場に必要資料を郵送。
調査員が厳密に審査を行い、
企業ごとに電話でヒアリング
を行う。

公共事業労務費調査の概要
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公共事業労務費調査の流れと、調査へのご協力についてのお願い

公共事業労務費調査の流れ（予定）

① 調 査 対 象 工 事 の 選 定 、 調 査 対 象 業 者 へ の 通 知 （ ９ 月 ）

② 現 況 調 査 の 実 施 （ ９ 月 ～ 1 0月 ）

③ 受 注 者 及 び 下 請 会 社 に お い て 調 査 票 の 記 入 （ ９ 月 ～ 1 0月 ）

④ 調 査 票 の 審 査 （ 1 1月 ～ 1 2月 ）

⑤ 集 計 （ 1 2月 ～ ２ 月 ）

⑥ 公 共 工 事 設 計 労 務 単 価 の 決 定 ・ 公 表 （ ２ 月 ）

予 定 価 格 の 積 算 に 使 用 （ ３ 月 ～ ）

現在の調査段階

皆様の賃上げの取組が、公共工事設計労務単価の上昇に繋がります。

皆様には、引き続き賃上げの取組を進めていただくとともに、公共事業労務費調査にご協力いただくようお願いしま
す。

公共事業労務費調査へのご協力についてのお願い

※本調査の結果を「公共工事設計労務単価」の設定、技能労働者の処遇改善、及びその理解の促進以外の目的に使用することはありません。

※なお、「公共工事設計労務単価」は公共工事の積算に用いる単価であり、下請契約等における労務単価や雇用契約における労働者への支払い賃金を拘束する
ものではありません。
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日 時：令和4年9月7日 16:00～17:00
出席団体：日本建設業連合会、全国建設業協会、全国中小建設業協会、建設産業専門団体連合会
テーマ：令和５年度概算要求、建設業の賃金引上げに向けた取組、建設資材の価格高騰、

働き方改革等の推進 等

斉藤国土交通大臣と建設業団体の意見交換会（R4.9.7）

開催概要

6

     【機密性２】  
発出元 → 発出先  作成日_作成担当課_用途_保存期間  

 

 また、前回の意見交換会で申し合わせた

「概ね３％の賃金上昇の実現を目指して、

全ての関係者が可能な取組を進める」とい

う点について、官民一体となって取り組ん

でいくことを再確認。

 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」を含め、引き続き、必要かつ十

分な公共事業予算の確保を図っていくこと、業界の実態としても施工余力に問題がない

ことについて再確認。

 さらに、建設キャリアアップシステムの更

なる利用促進、建設資材の価格高騰対策、

働き方改革の推進、インフラDX等を通じた

生産性向上、地方公共団体における入札契

約の適正化等についても議論。



公共事業労務費調査（令和４年10月調査）からの変更点

（１） 「元請企業等から直接支払われる手当」の支払い実態を新たに把握

（２） オンライン調査の試行を実施

○各元請企業から、下請企業を通さず、技能労働者に直接支払う手当は、賃金台帳にあらわれず、これまで支払い
実態を把握できていなかったところ

○新しく「元請企業等から直接支払われる手当」の欄について追加し、賃金実態を正確に把握する

【追加】

（調査票（様式－１ー１）の抜粋） （直接手当支給の取組事例）

K 建設株式会社
主要な協力会社を中心に、当社の現場で働く技術者と施工のキー
マンである職長の中で、登録基幹技能者等の保有資格を考慮し、
特に優秀な者に対して支給

株式会社 A
主要な協力会社の優秀な職長で、職長経験が５年以上の登録基
幹技能者と同等の技能を持つ者者に対して支給

○調査の効率化のため、令和５年度よりオンラインシステムを用いた調査（＝オンライン調査）を原則とする予定

○来年度の円滑なオンライン調査の実施のため、今年度は一部の工事でオンライン調査の試行を実施する

令和元年度以前 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度以降（予定）

対面調査

書面調査

オンライン調査オンライン調査試行

（労務費調査の調査方法のスケジュール（予定））
今年度は、一部でオンライン調査の試行を実施

7



（参考） オンライン調査の概要

オ ン ラ イ ン 調 査 と は ・ ・ ・

従 来 調 査 に お け る 様 々 な 声

資料を全て印刷
し、郵送するのが
大変

調査対象企業からの声・・・

調 査 票 の 作 成 か ら 送 付 、 審 査 並 び に デ ー タ 化 ま で を ク ラ ウ ド 上 で 一 括 し て 行 う 調 査

調査票に明らかな
間違いがある

審査者からの声・・・

個人情報書類の管
理が大変

クラウド上に
資料をアップロード

調査対象企業はクラウド上に資
料をアップロードしていただくこと
で、従来の資料の印刷や郵送は
不要となります。また、提出に要
する時間も短縮することができ、
調査票の作成や確認資料の準
備にゆとりが生まれます。

テキストデータ化
が大変

システム上で
自動でチェック

システム上で明らかな間違いが
ある場合は、エラー・ワーニング
を表示し、修正を促します。これ
らにより、審査者の審査の手間
を減らすとともに、棄却標本の削
減につながります。

システム上で
安全に資料を管理

従来は、調査票等の個人情報書
類を鍵付きの会議室等に１か月
以上、保管されていたが、システ
ム上で管理できることになり、こ
れらの手間が不要となりました。

システム上で
テキストデータ化します

従来は、調査票に記入された数字
を手動でテキストデータに写してお
りましたが、システム上で自動でテ
キストデータ化ができるようにな
り、これらの作業が全て不要となり
ました。また、テキストデータ化に
要していた時間を短縮できること
で、審査にゆとりが生まれます。

T
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設キャリアアップシステムの推進について

（１）建設キャリアアップシステムの現状
（２）現場における利用促進のための取組
（３）CCUSを活用した処遇改善に向けた取組
（４）能力評価制度の拡充
（５）見える化評価の積極的な活用
（６）建設業の一人親方対策

資料３



○ 建設キャリアアップシステムは、技能者の技能や経験に応じて適切な処遇改善につなげる仕組み。
「建設業界共通の制度インフラ」を目指し、事業者や技能者の登録や利用は着実に増加している。

○ 建設キャリアアップシステムの利用を技能者の処遇改善や業界全体のメリットにつなげていくた
め、元請・下請・民間発注者を含めた発注者等、幅広い関係者が一体となって取り組むことが不可
欠。

◎ 個々の現場で技能者がシステムを利用できるよう、元請によるカードリーダーの設置や施工体制登録に関係者が
連携して取り組むことが必要。（国交省においては、引き続き、公共工事におけるモデル工事等のインセンティ
ブの導入や経営事項審査での加点評価を推進）

◎ 技能者の技能・経験に応じた処遇に向けた環境づくりとして、標準見積書の活用による労務費・法定福利費の見
積り尊重などの社会保険未加入対策に加え、建退共の適正履行、さらにはCCUSの能力評価を手当に反映する企
業単位の取組の水平展開に力を入れて取り組む。また、公共発注者における週休２日工事の達成状況の確認や、
労務費調査の結果を踏まえたレベル別の賃金目安を示すなど、現場管理・処遇改善の取組との連携を図る。

◎ 各専門工事業団体における能力評価制度を引き続き適切に運用し、能力評価分野の拡充に取り組む。

◎ 民間発注者や元請事業者において、業者選定の際の建設キャリアアップシステムや見える化評価の積極的な活用
がなされるよう連携して取り組む。

◎ 規制逃れを目的とした一人親方の雇用契約への誘導を推進するため、働き方自己診断チェックリストの活用を
推進し、一人親方の実態把握を強化する。

本日の説明のポイント

はじめに

1



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

（１）建設キャリアアップシステムの現状



雇用保険 健康保険 厚生年金 ３保険

H23.10 94％ 86％ 86％ 84％

H24.10 95％ 89％ 89％ 87％

H25.10 96％ 92％ 91％ 90％

H26.10 96％ 94％ 94％ 93％

H27.10 98％ 97％ 96％ 96％

H28.10 98％ 97％ 97％ 96％

H29.10 98％ 98％ 97％ 97％

H30.10 98％ 98％ 97％ 97％

R01.10 99％ 99％ 99％ 98％

R02.10 99％ 99％ 99％ 99％

R03.10 99％ 99％ 99％ 98％

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

5500

6000 製造業生産労働者（男性）

建設業生産労働者（男性）

建設業を取り巻く現状と課題

社会保険の加入は一定程度進んでいるが、
下位の下請になるほど加入率は低く、さらに
踏み込んだ対策が必要。

企業別・３保険別加入割合の推移（事業者単位）

給与は建設業全体で上昇傾向にあるが、生産
労働者（技能者）については、製造業と比べ低い
水準。

建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額
※令和２年より生産労働者のみの調査がなくなったため、2020年の生産労働者の値は、

全労働者の対前年増減率と同じ増減率を仮定して算出。

○製造業の賃金のピークは50～54歳であることに対し、建設業の賃
金ピークは45～49歳。
○賃金カーブのピーク時期が製造業よりも早く到来する傾向があり、
現場の管理、後進の指導等のスキルが評価されていない可能性。

出典：公共事業労務費調査

建設業は全産業平均と比較して年間360時間
以上長時間労働の状況。

出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成

出典：令和元年賃金構造基本統計調査

（単位：千円） 年齢階層別の賃金水準

約3％
の差

元請：99.5%
1次下請：99.0%
2次下請：97.2%
3次下請：92.1%

（時間）

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

年間実労働時間の推移

建設業

製造業

調査産業計

平成19年度：1993時間
令和2年度：1838時間

▲155時間

平成19年度：1807時間
令和2年度：1621時間

▲186時間

147時間

364時間

平成19年度：2065時間
令和2年度：1985時間

▲80時間 19.5 

14.2 

22.6 

6.7 

6.2 

6.8 

29.7 

26.9 

31.5 

7.8 

7.4 

9.2 

29.7 

37.5 

24.6 

6.6 

7.7 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

建築工事

土木工事

4週8休
(完2)

4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週3休以下

現在4週8休は
２割以下

出典：日建協「2020時短アンケート」を基に作成

※日建協の組合員の技術者等を対象にアンケート調査。
※建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。

建設業における休日の状況（技術者）

（4週当たり）

休暇日数

5.59日

（4週当たり）

休暇日数

5.78日

（4週当たり）

休暇日数

5.29日

他産業では当たり前となっている週休２日もとれ
ていない。

1.9 
14.1 

21.2 
19.9 

26.3 
33.3 

44.2 
38.5 

30.1 
26.9 

52.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65歳以上

60歳以上の高齢者（79.5万人、25.7％）は、10
年後には大量離職が見込まれる。一方、それを
補うべき若手入職者の数は不十分。

年齢階層別の建設技能労働者数

出典：総務省「労働力調査」（R３年平均）を元に国土交通省にて推計

（年齢階層）

37.2万人
12.0％

（万人)

79.5万人
25.7％
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○ 「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格や現場での就業履歴等を登録・蓄積し、技能・経験の客観
的な評価を通じた技能者の適切な処遇や現場管理につなげる仕組み

○ これにより、①若い世代がキャリアパスの見通しをもてる、②技能・経験に応じて処遇を改善する、③技能
者を雇用し育成する企業が伸びていける建設業を目指す

○ システムは、日建連、全建、建専連、全建総連など、業界団体と国が連携して官民一体で普及を推進

建設キャリアアップシステムの概要

技能者にカードを交付

現場の登録と技能者のカードタッチ

【技能者情報】
・本人情報
・保有資格
・社会保険加入等

技能者情報等の事前登録

【事業者情報】
・商号
・所在地
・建設業許可情報 等

※システム運営：（一財）建設業振興基金＜建設キャリアアップシステムの概要＞

技能者が現場入場の際にカードタッチで履歴を蓄積

ピッ！

◎ 現場を支える技能者が、技能・経験に応じて適切に処遇され、働き続けられる環境づくり （働き方改革）
◎ データ連携等を通じた効率的な現場管理 （生産性向上）

→ 建設業が「地域の守り手」として将来にわたり持続的な役割を担っていくために必要

技能レベルのステップアップ

【現場情報】
・現場名、工事の内容
・下請の施工体制
・下請の技能者の配置状況 等

現場管理での活用

元請が工事を登録し、現場にカードリーダーを設置

社会保険加入の確認や施工体制台帳とのデータ連携 など

3



建設キャリアアップシステムの基本的仕組み

建
設
現
場
ご
と
に
作
成
さ
れ
る
デ
ー
タ

現場で従事した就業履歴

職長・班長としての経験日数

＋

技 能 者 の 能 力 評 価

経験や資格により、技能レベルに応じた4段階の技能レベルを表示

元請による現場登録とカードリーダー設置等

技能者がカードタッチ等で就業履歴を登録

事業者登録 商号、所在地、建設業許可、
社会保険、建退共加入状況 等

本人情報、所属事業者名、
社会保険・建退共加入状況、
保有資格 等

事
前
登
録 技能者登録 保有資格

就業年数

マネジメント経験

◎元請と各下請が、現場ごとに、施工体制情
報や施工体制技能者情報を登録し、元請が
カードリーダーの設置等を行う

◎元請と各下請が、現場ごとに、施工体制情
報や施工体制技能者情報を登録し、元請が
カードリーダーの設置等を行う

現場管理での活用や働き方改革

技能者の賃金や処遇の向上

技能者の技能・経験が客観的に評価

技能者の社会保険加入等の確認

施工体制台帳などとのデータ連携

週休2日確認や退職金制度（建退共）との連携

※技能者の意思によらずに個人情報はシステムの外部に公表されない（元請企業は、他の現場のゼネコン等の下に入っている下請企業等の情報は閲覧できない）

パソコンとカードリーダの設置 iPhoneとカードリーダの設置

元請・下請事業者は事業者登録、技能者は技能者登録
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建設キャリアアップシステムの利用状況（2022年8月末）

技能者の登録数

事業者の登録数

就業履歴数

97.2万人が登録

※労働力調査（R3）における建設業技能者数：309万人

18.7万社が登録

※うち一人親方は5.9万社

現場での利用は増加傾向

※8月はお盆要因もあったものの、305.8万履歴を蓄積

出所：建設業振興基金データより国土交通省
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CCUS現場登録の状況 （2021年度実績）

発注者別の年度登録現場数（ブロック別） 事業者元請完工高規模別の年度登録現場数

民
間
工
事

公
共
工
事

67 96 462 156 49 156 83 38 76 1,183 

461 

431 
632 

384 
153 

274 
332 

152 
443 3,262 

143 

317 

558 

286 

90 

219 

128 

78 

216 
2,035 

250 

840 

1,200 

328 

107 

192 

386 

133 

582 

4,018 

430 830 

5,473 

1,442 
388 

1,817 

741 
261 909 

12,291 

0%
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20%

30%
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100%

北海道 東北 関東甲信 中部 北陸 近畿 中国 四国 九州沖縄 全国

国 都道府県 市区町村 他公共 民間工事

民
間
工
事

公
共
工
事

累計 1,351 2,514  8,325 2,596 787 2,658 1,670 662 2,226 22,789件

※ 上記のほか、戸建住宅メーカー等数社により、約6,600現場が登録
※ CCUS上で現場登録が完了しており、就業履歴登録を行うことができる工事現場数について、年度累積（2021年4月～2022年3月）を集計
※ 100億未満「等」には、ＣＣＵＳの現場情報と経審情報を連携させられない先（＝完工高不明先）も含まれている
※ 地方区分は地方整備局等(沖縄は九州に包含)に準じた

（参考）建設投資額見通し 公共：22.2兆円 民間：32.8兆円
国土交通省「令和2年度建設投資見通し（実質値）」
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802 

4,643 

4,767 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

100億未満等

100億以上

300億以上

3000億以上

100億未満等

100億以上

300億以上

3000億以上

出典：建設業振興基金より、国土交通省調べ 6



職種別技能者のCCUS登録状況

（参考）国勢調査における技能者数CCUSに登録される職種
技能者数

CCUSに登録される職種
技能者数

(大分類) (大分類) 職業小分類 建設技能者＊
01 特殊作業員 47,408 28 潜水士 1,575 電工 416,180
02 普通作業員 107,178 29 潜水連絡員 92 大工 350,000

03 軽作業員 3,421 30 潜水送気員 333 配管工 216,730
04 造園工 7,686 31 山林砂防工 16 塗装工 139,530
05 法面工 4,998 32 軌道工 2,412 とび職 104,970
06 とび工 86,284 33 型わく工 45,723 建機等操作 75,160

07 石工 2,539 34 大工 12,294 左官 73,470
08 ブロック工 1,134 35 左官 16,897 板金工 50,470
09 電工 82,801 36 配管工 49,439 型枠大工 45,670

10 鉄筋工 35,000 37 はつり工 5,208 鉄筋工 32,070
11 鉄骨工 10,871 38 防水工 19,499 植木職，造園師 27,430
12 塗装工 19,343 39 板金工 14,380 ブロック積・タイル張工 27,060
13 溶接工 11,158 40 タイル工 3,975 溶接工 26,080

14 運転手（特殊） 42,962 41 サッシ工 3,756 屋根ふき工 20,020
15 運転手（一般） 11,728 42 屋根ふき工 1,281 鉄骨工・橋梁工 13,930
16 潜かん工 367 43 内装工 47,858 運搬従事者・運転手 12,020

17 潜かん世話役 51 44 ガラス工 4,487 石工 5,220
18 さく岩工 59 45 建具工 9,550 警備員 1,360
19 トンネル特殊工 3,040 46 ダクト工 10,716
20 トンネル作業員 4,052 47 保温工 11,130
21 トンネル世話役 662 48 建築ブロック工 4,428
22 橋りょう特殊工 3,064 49 設備機械工 14,546
23 橋りょう塗装工 720 50 交通誘導警備員A 831
24 橋りょう世話役 1,446 51 交通誘導警備員B 1,490
25 土木一般世話役 19,310 52～ その他計 180,292
26 高級船員 1,219

技能者総数 972,45427 普通船員 1,745

＊建設技能者該当職業小分類の者について、大分類建設業を選択
したもの。

出典：建設業振興基金（2022年８月末技能者登録数)
平成27(2015)年度国勢調査より

国土交通省調べ 7



CCUSにおける技能者能力評価実施状況

※複数の分野、複数回の判定を受けている技能者の存在により、
レベル別技能者数と能力評価実施状況の数字は一致しない

出典：建設業振興基金（2022年７月末データ）より国土交通省調べ
8



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

（２）現場における利用促進のための取組



建設キャリアアップシステムによる技能者の処遇改善
～システムへの登録と利用促進、処遇改善への行程～

STEP１ STEP３

技能者の入職･定着促進

技能者の技能・経験の評価

新３Ｋの実現
（給料･休日･希望）

◎経営事項審査における加点評価

◎公共工事における企業評価
・総合評価やモデル工事での加点

◎社保加入の確認など、現場管理で
の活用

◎週休２日の推進への活用
・公共発注者による利活用

◎退職金(建退共)制度との連携

◎技能者のCCUSレベルに応じた
手当て支給の促進

◎技能者の技能・経験に応じた賃金
・労務費調査において、CCUS技能者
の技能・経験別の賃金実態を調査し、
レベル別の賃金目安を示すなど、労務
費と能力評価を連携

◎施工能力等の見える化評価

◎登録等のサポート体制
・CCUSサテライト説明会
・CCUS認定アドバイザー等

◎機器設置等に対する助成制度

STEP２

STEP１ システムへの登録促進 STEP2 現場での利用の促進 STEP3 技能者の処遇等への反映

9



【ＵＲ都市機構】
Ｒ３年度から原則全ての新規建設工事で推奨モ

デル工事を実施 （R３年度は20件程度）。

【水資源機構】
R３年度に本社契約の土木一式工事で義務化モ

デル工事を１件実施。その他の本社契約の土木一
式工事を推奨モデル工事として原則実施。

【NEXCO西日本】
R３年度から義務化モデル工事を実施。

【NEXCO東日本】
R３年度に義務化モデル工事を１件実施。

【鉄建機構】
R３年度から義務化モデル工事及び推奨モデル

工事を実施。

【土木工事】
○ CCUS義務化・活用推奨モデル工事

（義務化：全国で６４件（Ｒ３年度契約） ）
（活用推奨：全国で１６件 （Ｒ３年度契約） ）

※カードリーダー設置費用、現場利用料（カードタッチ費用）
について実績に基づき発注者が負担（すべてのモデル工事）

○ 地元業界の理解がある２６都府県において、
直轄Cランク工事でもモデル工事を試行

【営繕工事】
○ CCUS活用推奨モデル営繕工事

（全国で２７件（R３年度契約） ）※予定を含む

【港湾・空港工事】
○ CCUS活用モデル工事

（全国で４７件（R３年度契約） ）※２月までの実績

○元請による現場利用（現場登録）は、公共・民間工事とも広がり。元請ゼネコンの事業者登録も、規模の大きな企業を中心に進展

元請によるＣＣＵＳ現場利用の推進

CCUSが利用された現場数※ （現場登録数、R３年度実績）

元請による現場利用等の状況

※ ハウスメーカー（民間工事を中心に7,000現場弱の登録実績）は除く。
※※団体未加盟事業者・設備工事業者・専門工事業者等

公共工事におけるCCUS現場利用の促進

国直轄工事 独法・特殊会社地方公共団体

○元請の現場利用促進のため、国直轄工事をはじめ、都道府県や独法等による公共工事でモデル工事等が拡大～～～

※元請建設業団体（全建・日建連・全中建）加盟企業。ただし全中建企業は未精査。R4.3末現在

元請総合工事企業※による事業者登録の状況
元請完工高

３００億円以上
元請完工高

１０～３００億円
元請完工高
１０億未満

完工高計
１５．３兆円

完工高計
９．２兆円

完工高計
３．８兆円

登録率 98％
（92社／100社）

登録率 67％
（1,633社／2,744社）

登録率 39％
（4,294社／15,097社）

元請の企業規模(完工高)別でみたCCUS利用現場数※ （現場登録数、R３年度実績）

公共工事(46%) 民間工事(54%)

国 都道府県 市区町村 その他公共 民間

1183           3,262                2,035                   4,018                                                               12,291

元請完工高3000億超 300億超 30億超 10億以下 その他※※

5,461 5,863                                      4,274                   1,993                        5,198

（件数）

（件数）

■導入済
■検討中

○ ３６道府県が企業評価等を導入、
他の全ての都県も検討を表明

・工事評定による加点は１８道府県
・総合評価による加点は１８府県
・カードリーダー等費用補助は１１道県
が導入済（重複あり）

○ 政令市は１４市で導入

※今夏第2回を実施中の
ブロック別CCUS連絡会議等を通じ
都道府県・政令市・地元業界団体
と連携し、導入を推進
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◎ 直轄工事におけるモデル工事の実施 （WTO工事等）

◎ 都道府県では、３６道府県が企業評価を導入
政令指定都市は１４市が企業評価を導入

◎ 経営事項審査において、全建設工事または全公共工
事の現場におけるカードリーダー設置等に対して加点
措置を施行し（来年１月）、現場利用をさらに促進

◎ 元請や１次下請が、ＣＣＵＳの就業データを建退共の
掛金納付と連携できる機能を供用し、事務を簡略化

◎ 監理技術者等の現場兼任を認める要件に、ＣＣＵＳ等
による施工体制の把握を位置づけることを検討

◎ 労務費調査において、ＣＣＵＳ技能者の技能・経験別
の賃金実態を調査し、レベル別の賃金目安を示すな

ど、労務費と能力評価を連携

◎ ＣＣＵＳの能力評価等を企業独自の手当てに反映する
取組を水平展開 （現在、２０社を超える大手・中堅ゼネコン等で導

入又は検討。地場企業、専門工事業にも取組の広がり。）

※ 令和3年度の労務費調査では、CCUS登録技能者（レベル４）の平均賃金は
CCUS登録技能者（レベル１～３）より約14％高い実態

公共工事等におけるインセンティブ措置

建退共制度とのデータ連携による掛金納付の簡略化

技術者専任要件の緩和

労務費調査との連携 （技能者の技能経験に応じた労務費）

技能レベルを反映した手当て支給の普及

◎ 公共発注者が、ＣＣＵＳの管理機能を用いて、週休２日

工事における達成状況を円滑に確認できる機能を供用
（公共発注者による閲覧機能を内製化） ※令和4年秋から供用予定

公共発注者による週休２日工事での活用

ＣＣＵＳの更なる普及に向けた重点的取組

元請による現場利用の促進
（元請によるカードリーダー設置等）

労務費や処遇改善への展開

※ 今夏から、元請や１次下請が直接にＣＣＵＳの就業実績データを建退共
の掛金納付の申請に活用できるシステムを供用

【カードリーダー等の購入等に係る経費の助成】 CCUSを活用した雇用環境整備を実施する建設事業主団体に対してカードリーダーの購入等に係る経費を助成（厚労省） 11



公共工事におけるＣＣＵＳ活用の促進

国直轄工事 地方公共団体 独法・特殊会社

国土交通省より、独立行政法人
等に対してCCUS活用を周知
（R２年４月）

○ ＵＲ都市機構においてＲ３年度から原
則全ての新規建設工事で推奨モデル
工事を実施予定

（Ｒ３年度は20件程度の工事に適用予定）

○ 水資源機構においてR３年度に本社契
約の土木一式工事で義務化モデル工
事を１件実施。その他の本社契約の土
木一式工事を推奨モデル工事として原
則実施

〇 NEXCO西日本においてR３年度から義
務化モデル工事を実施予定

○ NEXCO東日本においてR３年度に義
務化モデル工事を１件実施

○ 鉄道・運輸機構においてR３年度から
義務化モデル工事及び推奨モデル工
事を実施予定

【都道府県の導入・検討状況】

※市町村に対しても要請し、都道府県公契連での周
知に加え、人口１０万以上の全ての市区に対して
国から直接ヒアリング等を実施

（令和３年３月末までに全市区283団体に実施）

国土交通省より、直轄事業での
モデル工事や先行する県による
総合評価での加点等を踏まえた
取組を要請（R２年４月）

○ ３６道府県が企業評価の導入等を
表明、他の全ての都道府県も検討
を表明

評価の導入
等を検討
【11団体】

＋15団体

R4.9時点
導入表明
【36団体】

R3.3時点導入表明

【21団体】

R２年度より、モデル工事を試行

事業者登録率・技能者登録率・就業履
歴蓄積率（カードタッチ率）を確認の上、
達成状況により工事成績評定で加点

【土木工事】
○ CCUS義務化・活用推奨モデル工事

（義務化：全国で６４件（Ｒ３年度契約） ）
（活用推奨：全国で１６件 （Ｒ３年度契約） ）

一般土木工事の本官発注分※について、原則モデル工事を実施
※ 北海道開発局においては、そのうち予定価格が2.5億円以上の工事が対象

これ以外の工事（分任官発注分を含む）については、建設業界の
要望や理解の状況を十分踏まえた上で、モデル工事を実施

カードリーダー設置費用、現場利用料（カードタッチ費用）につい
て、実績に基づき、発注者が負担（すべてのモデル工事で実施）

○ 地元業界の理解がある２６都府県に
おいて、直轄Cランク工事でもモデル
工事を試行

【営繕工事】
○ CCUS活用推奨モデル営繕工事

（全国で２７件（R３年度契約） ）※予定を含む

【港湾・空港工事】
○ CCUS活用モデル工事

（全国で４７件（R３年度契約） ）※２月までの実績

（令和４年９月20日 現在)

○建設キャリアアップシステム（CCUS）の普及・活用により、技能者の処遇改善等を図るため、技能者側のメ
リット向上（建退共との連携等）に加え、公共工事発注者によるモデル工事等によりCCUSの利用を促進

○国の直轄モデル工事のほか、都道府県や独法・特殊会社でモデル工事等の導入が広がってきており、今
後、さらに地方公共団体等を中心として取組を加速化

青字：令和４年７月以降入札公告工事より
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① 日本国内以外の工事
② 建設業法施行令で定める軽微な工事

③ 災害応急工事

工事一件の請負代金の額が500万円(建築一式工事の場合は1,500万円に満たない工事
建築一式工事のうち面積が150m²に満たない木造住宅を建設する工事

防災協定に基づく契約又は発注者の指示により実施された工事

① CCUS上での現場・契約情報の登録
② 建設工事に従事する者が直接入力によらない方法※でCCUS上に就業履

歴を蓄積できる体制の整備
③ 経営事項審査申請時に様式第６号に掲げる誓約書の提出

※ 直接入力によらない方法 ：就業履歴データ登録標準API連携認定システム
（ https://www.auth.ccus.jp/p/certified ）
により、入退場履歴を記録できる措置を実施していること等

経営事項審査における建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積するために必要な措置の実施状況（新設）

○ 建設工事の担い手の育成・確保に向け、技能労働者等の適正な評価をするためには、就業履歴の蓄積のために
必要な環境を整備することが必要であり、経営事項審査においても、CCUSの活用状況を加点対象とする。

審査対象工事 ①～③を除く審査基準日以前１年以内に発注者から直接請け負った建設工事

該当措置 ①～③のすべてを実施している場合に加点

加点要件 評点

審査対象工事のうち、民間工事を含む全ての建設工事で該当措置を
実施した場合 15

審査対象工事のうち、全ての公共工事で該当措置を実施した場合 10

※ただし、審査基準日以前１年のうちに、審査対象工事を１件も発注者から直接請け負っていない場合には、加点しない

令和５年８月１４日以降を審査基準日とする申請で適用

【CCUS登録済企業の対応見通し】

○来年1月の施行を控え、CCUS事業者登録済みの
経審受審企業に対して、現時点での対応見通しを
アンケート調査 （Ｒ４年８月）

※有効回答企業数 9,585社
（回答総合工事業者の元請完工高：16.7兆円（申告ベース））

［元請総合工事業者】

1,030

494

3,020

721

482

2,310

843

232

全建設工事で実施する

全公共工事で実施する

活用を検討する

対応予定なし

対応予定なし

活用を検討する

全建設工事で実施する

全公共工事で実施する

［設備・専門工事業者】

回答企業数 5,026 社

回答企業数 4,106 社
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認定登録機関・登録支援機関 現場利用等の疑問にきめ細かくサポートする体制づくり

◎CCUSの登録のほか、現場運用等に関する専門的知識を習得し、
CCUS利用者に対する適切な助言等を行うことができる総合アドバイザー

※6月末現在322名を認定

◎ユーザーからニーズが高いCCUS概要説明や、現場運用に関する情報を
はじめ、CCUSについてわかりやすく解説するコンテンツを配信

◎2020年９月からZoomを活用したWeb説明会「サテライト説明会」を
開催(約3,372件、参加者数延べ約7,449名)（6月末時点）
※建設業振興基金のホームページからフォームをダウンロードして申込みが可能

CCUS事業本部 サテライト会場

Zoom

緑：開設済み 40都道府県 ／ 空白県：公募を予定認定登録機関

登録支援機関

『CCUSサテライト説明会』の開催

『CCUS認定アドバイザー』

『CCUSチャンネル』
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会員企業等の限定された申請者を対象に、申請書類の受取りや記入補助、
運営主体に代わって情報をシステムに登録（全建傘下26協会等）

事業者登録・技能者登録の申請書類の受付から審
査・登録まで窓口で実施（全国236箇所開設）（R4
年6月末現在）

※書面による申請、写真付きの身分証がない申請は、認定登録機
関でのみ可能。技能者登録は、「詳細型登録」のみの受付け

システムへの登録・現場利用のサポート

求人・求職活動との連携

◎ 『助太刀』『パワーワーク』といった民間マッチングサービスにおいてCCUS登録済
み利用者にCCUSマークをバッジ表示する取組を開始（試行）

◎ ハローワークにおいて求職者に対して
CCUS登録済み企業への応募を勧
奨、技能者の求人を行うCCUS登録
済みの建設事業主に対し、求人票の
作成支援の取組を開始

建設事業主向けリーフレット 求職者向けリーフレット

◎ CCUSを活用した雇用環境整備を実施する建設事業主団体に対してカードリー
ダーの購入等に係る経費を助成 【厚労省】

カードリーダー等の購入等に係る経費の助成

事業内容 対象経費

就業履歴蓄積促進事業
建設事業主団体が、中小構成員
等におけるカードリーダー等の各
種機器等の導入を促進する事業

・カードリーダーなどの各種機器の購入費・
リース料、アプリなどソフトウェア等の導入
に係る契約費用（初期費用、月額利用料
等）、機器設置費用、説明会開催費用など

・上記費用について中小構成員等に対して
助成した額

※このほか、建設事業主団体が、中小構成員等に対して事業者登録料や技能者登録料の全部または一部を補
助する事業についても助成
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建退共とＣＣＵＳのデータ連携について

○ 建退共の電子申請方式によって、従来の証紙貼付方式に比べて効率的に、直接、技能労働者に退職金の掛金を納付
（元下間の証紙交付のやりとりを省略し、元請が直接、電子的に掛金納付するため、より確実）

○ さらに、ＣＣＵＳに蓄積したデータを建退共の就労実績報告作成ツールに取り込むことで、就労実績報告が正確かつ簡略化
（今夏から、元請や１次下請が直接にＣＣＵＳのデータを利用することを可能とするシステムを供用開始）

※証紙貼付方式をはじめ、掛金納付等の適正履行を図るため、公共発注者による元請に対する履行確認を強化・徹底 （令和３年３月通知「元請事業主による建退共制度の履行状況に関する発注機関の確認等について」）

就労実績
ファイル

就労状況報告書
（4号 月別様式）

就労実績報告
作成ツール

CCUS連携
方式

電子申請
方式

（通常）

作業員名簿等の各種書類を参照して、
就労実績報告作成ツールに、就労実績
を手作業で入力する

技能労働者

CCUS

建退共とCCUSのデータ連携

証紙貼付方式による掛金納付

〇元下間での証紙交付のやりとりが生じるため、掛金納付が不
徹底になるおそれ。どの技能労働者に貼付されたか確認が困
難であり、就労の実績と納付の対応関係も不透明になりやすい

電子申請方式

〇申請に基づいて技能労働者に直接、退職金ポイントが
付与されるため、就労実績に基づき確実に掛金が納付
〇証紙の事前購入や交付が不要

【重要】 元請が電子申請方式を選択すれば、下請による電子申請方式の採
用・不採用に関わらず、掛金を電子申請で納付できる

（同一現場での証紙貼付方式と電子申請方式の混在は生じない）技能労働者証紙 共済手帳
１枚ずつ貼付各事業者 【貼付欄】

CCUSに蓄積されたデータを取り
込み、就労実績ファイルを作成

処遇改善のためには、就労実績が
正しく把握され、実績どおりに掛金
が納付されることが重要

建退共制度では、技能労働者の
働いた日数に応じて退職金の掛
金が納付

電子申請専用サイト

建退共

（証紙のような元請や下請間でのやりとりが不要）

（手作業での入力が不要で実績が正確）

技能労働者に対して、直接、
退職金ポイントを付与

退職金ポイント

※元請や１次下請が直接にＣＣＵＳのデータを利用することが可能
15



①目的
〇公共工事における建退共の証紙貼付方式の履行確認について、公共発注機関においてどの程度の確認が行われているのか実態を把握する。

②対象
〇都道府県、政令市、人口10万人以上の市が発注する土木工事における建退共制度の運用

③調査期間
〇令和4年10月上旬にアンケート配布予定（建退共加入促進月間に合わせて実施）

建退共の履行状況に関する公共発注機関の確認についてのアンケート調査

①掛金納付の各方式の特徴
証紙貼付方式・・・元下間での証紙交付のやりとりが生じるため、掛金納付が不徹底になるおそれ。どの技能労働者に貼付されたか確認が困難であり、就労の

実績と納付の対応関係も不透明になりやすい。
電子申請方式・・・申請に基づいて技能労働者に直接、退職金ポイントが付与されるため、就労実績に基づき確実に掛金が納付。証紙の事前購入や交付が

不要。

②公共工事における発注機関の役割
公共工事においては、工事の契約時・完了時に発注機関が掛金の購入・納付状況を確認することとしている。
※令和3年3月30日付けで各地方自治体宛に「元請事業主による建退共制度の履行状況に関する発注機関の確認等について」建業課長、建市課長の連名で発出

背景

〇証紙貼付方式について適切な掛金納付を徹底する必要
〇電子申請方式の積極的な活用を促進する必要

〇建退共の履行状況に関する各公共発注機関による確認の実態を把握する必要

アンケート調査の概要
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

（３）CCUSを活用した処遇改善に向けた取組



CCUSの能力評価等を反映した手当支給

西松建設

村本建設

鹿島建設

五洋建設

青木あすなろ建設

淺沼組

大林組

大林道路

熊谷組

清水建設

大成建設

大日本土木

竹中工務店

東亜建設工業

東洋建設

戸田建設

飛島建設

日本国土開発

フジタ

前田建設工業

馬淵建設

三井住友建設

ＣＣＵＳレベル別の優良技能者制度（協力会対象）を実施。青：500円、銀：1,000円、金：2,000円、（特に模範となる方：3,000円）

評価制度をCCUSのレベル基準へと転換。青以下：2,000円（R4.11から）、銀：3,000円、金：3,500円。R5.6より推薦要件化も検討

職長制度・報奨金制度の前提。民間工事において半額負担としていた建退共掛金を、CCUS登録技能者については全額負担

独自の労務費補正制度（休日取得目標を達成した場合、労務費を5～10％割増補正払い）の出勤確認にCCUS履歴を利用可能に

優良技能者の認定資格条件にCCUS登録を追加

R5より淺沼ﾏｲｽﾀｰ資格要件にｶｰﾄﾞ所持を必須化

優良職長制度におけるCCUS登録の義務化

優良職長の条件としてCCUSを位置づけ

優良職長認定条件にCCUSカード保持を義務化

金カード保有者より優良職長選定 (手当3,000円)

優良技能者制度の認定基準にCCUS登録を追加

認定要件にCCUS登録者または申請者を追加

優良職長の認定要件としてCCUS登録を義務化

優良職長の認定基準にCCUS登録を位置づけ

ランク別優良職長制度の導入を検討

優良技能者制度手当要件に技能者登録追加

R4より優良職長認定要件にCCUS登録を追加

国土優良職長認定基準にCCUS登録を検討

CCUS登録を表彰要件に追加、手当支給検討

優良技能者認定要件にCCUS登録を追加

CCUSのｴﾑｾﾞｯｸﾏｲｽﾀｰ認定要件化を検討

CCUSの活用を今後検討

（R4.5現在、国土交通省調べ）

○ CCUSの能力評価等を企業独自の手当てに反映する取組が広がりつつあり、
20社を超える企業で導入または検討。ひきつづき、優良事例の水平展開を図る。

※今年度の公共事業労務費調査において、元請企業から下請の技能者に直接支払われる手当を含め、技能手当の支払い実態を調査して把握

○ CCUSの能力評価等を企業独自の手当てに反映する取組が広がりつつあり、
20社を超える企業で導入または検討。ひきつづき、優良事例の水平展開を図る。

※今年度の公共事業労務費調査において、元請企業から下請の技能者に直接支払われる手当を含め、技能手当の支払い実態を調査して把握

ヤマウラ CCUSカード色別手当の導入を検討

奥村組 ｽｰﾊﾟｰﾏｲｽﾀｰは銀カード以上を要件 (手当3,000円)

※手当は日額を表示 17



○発注者がＣＣＵＳを活用し、CCUSモデル工事など、当該工事におけるＣＣＵＳの利用状況の確認や、工期内における
技能者の週休２日の達成状況を効率的に確認できるよう措置
（※元請けの同意を前提として、発注者にＩＤを付与し、個人情報の保護に留意しつつ、ＣＣＵＳの画面の一部を確認できる仕組みを整備）
（※システム改修の想定費用（概算）は約１．５億円。令和４年９月頃からの供用開始を目指す。）

◎ 技能者のCCUS就業履歴
の蓄積状況

◎ 事業者のCCUSの登録状況

◎ 技能者のCCUS登録状況

（「CCUSの利用状況の確認画面について」 参照）

※レベル別・職種別の「各技能者のCCUS就業履歴の蓄積

状況」も確認可能とする。（全工期まとめての集計とする
ことを検討。竣工時のレベル、職種により集計を行う。職
種は５５職種により集計を行う。）

（２） 発注工事におけるCCUSの
利用状況の確認

（３） 技能者の当該工事における
週休２日の達成状況の確認

CCUSモデル工事など、発注工事にお
ける、CCUSの利用状況の確認を可能
とする

当該発注工事の工期内における技能者の
週休２日の達成状況を確認できる必要

◎ 技能者の週休２日の達成状況

（「週休２日の達成状況の確認画面について」 参照）

※さらに、発注者としての立場から合理的な利用目的がある

場合に限り、元請けの同意を条件として、当該工期内にお
ける技能者の他工事も含む全ての現場における就業実績（
週休２日の達成状況）についても一覧的に確認することが
できるよう措置する。（事業者と技能者の同意も別途必要と
する。）

公共発注者による活用に向けたCCUSのシステム改修の概要

◎ 施工体制台帳の帳票

◎ 作業員名簿の帳票

◎ 施工体系図の帳票

◎ 下請負業者編成表・再下請負通
知書の帳票

◎ 社会保険加入状況の帳票

※元請けが既に出力可能な帳票について、公共発注者も
確認できるよう、措置する。

（１） 施工体制台帳等の帳票の確認

デジタル化を推進するべく、下記帳票
の確認を可能とする

書類の事務の合理化
CCUSモデル工事の履行状況の

確認事務の合理化
週休２日工事における、達成状況の

確認に資する （②とセット）

令和３年度補正予算 1.5億円
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（４）能力評価制度の拡充



能力評価制度の概要

○ 建設キャリアアップシステムに登録される技能者の資格と経験をもとに、能力評価を実施。

○ 能力評価実施団体が策定した能力評価基準（国土交通大臣が認定した３８分野（※））に基づき、それぞれ
の分野の能力評価実施団体において実施。

（令和4年8月末現在 ﾚﾍﾞﾙ4：44,171人 ﾚﾍﾞﾙ3：9,670人 ﾚﾍﾞﾙ2：10,441人）

建設キャリアアップシステムに技能者の資格と経験を登録

制度の概要

※ 『能力評価制度推進協議会』は、能力評価制度の推進等を図る協議会でなる
能力評価実施機関３８分野５３団体が構成員。

能力評価制度推進協議会

申
請
者

職種ごとの
能力評価実施団体

(委託による実施含む)

結果通知

① 手数料振込み

建設キャリアアップ
システム（CCUS）

【事業者情報】
【技能者情報】

【現場情報】

○ 経験（就業日数）
○ 知識・技能（保有資格等）
○ マネジメント能力
（職長や班長としての就業日数）

判定結果

④ カード発行

② 能力評価の申請

（一財）建設業振興基金

③ 申請情報・能力評価基準を審査

能力評価基準
『就業日数』
『保有資格等』
『職長や班長としての就業日数』

① 事前に、能力評価制度推進協議会に評価手数料を振込（4,000円）
② 申請者は、能力評価実施団体に能力評価の申請を行う
③ 能力評価実施団体にて能力評価審査を実施
④ ②の評価を受けて、建設業振興基金が（能力評価を反映した）カードを発行

技能者の能力評価手続の概要

＜技能者の保有資格のほか、カードタッチ等で就業履歴を登録＞

◎ 経験 （就業履歴）
◎ 知識・技能 （保有資格）
◎ マネジメント・警官

（登録基幹技能者講習・職長経験）

※ 【能力評価対象分野】：電気工事、橋梁、造園、コンクリート圧送、防水施工、トンネル、建設塗装、左官、機械土工、海上起重、PC、鉄筋圧接、型枠、
配管、とび、切断穿孔、内装仕上、サッシ・CW、エクステリア、建築板金、外壁仕上、ダクト、保温保冷、グラウト、冷凍空調、運動施設、基礎ぐい工事、
タイル張り、道路標識・路面標示、消防施設、建築大工、硝子工事、ALC、土工、ウレタン断熱、発破・破砕、建築測量

技能者情報画面：サンプル

技能者の技能レベルに応じた4段階のカードを発行

高度なマネジメント能力を
有する技能者（登録基
幹技能者等）

職長として現場に従
事できる技能者

中堅技能者
（一人前の技能者）

初級技能者
（見習い）
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技能者の能力評価は、国土交通大臣が認定した３８分野の能力評価基準に基づき、

それぞれの分野の能力評価実施団体により実施

これに加えて、現在、10以上の専門工事業団体から、個別に能力評価基準の策定、
又はその前段階となる「登録基幹技能者」の登録に係る相談を受付

能力評価対象分野一覧

電気工事
（一社）日本電設工業協会

橋梁
（一社）日本橋梁建設協会

造園
（一社）日本造園建設業協会
（一社）日本造園組合連合会

コンクリート圧送
（一社）全国コンクリート

圧送事業団体連合会

防水施工
（一社）全国防水工事業協会

トンネル
（一社）日本トンネル

専門工事業協会

建設塗装
（一社）日本塗装工業会

左官
（一社）日本左官業組合連合会

機械土工
（一社）日本機械土工協会

海上起重
（一社）日本海上起重技術協会

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ
（一社）プレストレスト・

コンクリート工事業協会

鉄筋
（公社）全国鉄筋工事業協会

圧接
全国圧接業協同組合連合会

型枠
（一社）日本型枠工事業協会

配管
（一社）日本空調衛生工事業協会
（一社）日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

とび
（一社）日本建設躯体

工事業団体連合会
（一社）日本鳶工業連合会

切断穿孔
ダイヤモンド工事業協同組合

内装仕上
（一社）全国建設室内工事業協会
日本建設インテリア事業

協同組合連合会
日本室内装飾事業協同組合連合会

ｻｯｼ・ｶｰﾃﾝｳｵｰﾙ
（一社）日本サッシ協会
（一社）建築開口部協会

エクステリア
（公社）日本エクステリア建設業協会

建築板金
（一社）日本建築板金協会

外壁仕上
日本外壁仕上業協同組合連合会

ダクト
（一社）全国ダクト工業団体連合会
（一社）日本空調衛生工事業協会

保温保冷
（一社）日本保温保冷工業協会

グラウト
（一社）日本グラウト協会

冷凍空調
（一社）日本冷凍空調

設備工業連合会

運動施設
（一社）日本運動施設建設業協会

基礎ぐい工事
（一社）全国基礎工事業団体連合会
（一社）日本基礎建設協会

タイル張り
（一社）日本タイル煉瓦工事工業会

道路標識・路面標示
（一社）全国道路標識標示業協会

消防施設
（一社）消防施設工事協会

建築大工
全国建設労働組合総連合
（一社）ＪＢＮ・全国工務店協会
（一社）全国住宅産業

地域活性化協議会
（一社）日本ログハウス協会
（一社）プレハブ建築協会

硝子工事
全国板硝子工事協同組合連合会
全国板硝子商工協同組合連合会

ＡＬＣ
（一社）ＡＬＣ協会

土工
（一社）日本機械土工協会

ウレタン断熱
（一社）日本ウレタン断熱協会
●令和４年４月１日より

発破・破砕
（一社）日本発破・破砕協会
●令和４年４月１日より

建築測量
（一社）全国建築測量協会
●令和４年６月１日より
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

（５）見える化評価の積極的な活用



［施工能力等の見える化評価］ 見える化評価制度の概要

基礎情報

建設業許可の有無

資本金

完成工事高

団体加入の有無 等

施工能力

建設キャリアアップカード保有者数

レベル3以上の技能者数の割合

29歳以下の割合、平均勤続年数

保有する建設機械の台数 等

コンプライアンス

社会保険加入の有無

処分歴の有無

コンプライアンス確保の取組 等

○ 建設キャリアアップシステムに登録・蓄積される情報や技能者の能力評価を活用し、専門工事企業の施工能力等を「見える化」

○ 技能者を雇用・育成する専門工事企業が、発注者や元請、ハローワーク等に情報発信し、受注機会や入職者確保につなげる

【見える化の項目と評価内容】

・業種ごとに選択評価内容の追加も可能

職種 ・・・・・・・・

基礎情報

施工能力

コンプライアンス

【評価結果】評価を受けた職種について
☆～☆☆☆☆の4段階で評価

（見える化ロゴマーク・バナー）
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専門工事業団体
（評価実施機関）

評価基準を策定し、評
価を実施。結果を公表

【評価実施機関】専門工事業団体

◎評価実施機関が策定する評価基
準を認定

◎評価基準を公表

［施工能力等の見える化評価］ 制度のスキーム

見える化評価の申請

評価結果通知

所属技能者

建設技能者の能力評価制度

【評価の申請者】専門工事企業

建設キャリアアップ
システム

◎ 申請する事業者は見える化評価の職種に
ついて建設キャリアアップシステムの事業者
登録をしてあること

高度なマネジメント能力
を有する技能者（登録
基幹技能者等）

職長として現場に従
事できる技能者

中堅技能者
（一人前の技能者）

初級技能者
（見習い）

施工能力（レベル３以上の技能者数の割合）について申請を
行う職種の技能者の能力評価を反映

※評価結果は国土交通省のホームページでも公表
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✦下請業者の選定や新規開拓、評価基準に活用

✦協力会社のレベルアップ、意識向上に

✦【評価結果】『☆～☆☆☆☆』の４段階で評価

✦ 取引先やリクルート活動においてPRに活用

［施工能力等の見える化評価］ 専門工事企業・元請等のメリット

【専門工事業者からの声】
『技能者を直接抱えて施工ができる専門工事企業が評価され
る建設業につなげたい』（機械土工業者）

『エンドユーザーに自社の施工能力を直接アピールしたい』（工務
店業者）

『会社の善し悪しが見えて、人が集まる会社として採用活動でも
PRできるようになる』（躯体業者）

『施工力があり、CCUSに登録している真面目な企業が生き残
れる環境づくりになる』（型枠業者）

【元請企業からの声】（大手・中堅ゼネコン）

『協力会社以外に下請業者を新規開拓するために活用したい』
『実績が希薄な地域で施工を行う際に地元業者を開拓するため』
『業務拡大に伴い競争力・供給能力を拡充するために下請として
活用可能な選択肢の範囲を広げたい』
『協力会社のレベル底上げや競争力のきっかけ、意識向上に繋げる』
『自社の評価に加え、公的側面からの評価基準として採用を検討』

専門工事企業 元請企業

専門工事企業の施工能力等の見える化評価

✦ハローワークで建設業入職を目指す求職者に対し、CCUS登録
企業（見える化評価企業）への応募勧奨や特記事項でPR
【記載例】「建設キャリアアップシステム登録事業者です」

「見える化評価制度で「☆4つ」取得しています」

✦就職時に技能者を育成する企業として選択が可能

求人活動

連携が
可能に

PR

選択・
評価

✦新築やリフォーム工事で施工業者の選定に活用

エンドユーザーPR

選択・評価

※評価実施企業は、見える化
ロゴマーク、バナーの使用
が可能

職種 ・・・・・・・・

基礎情報

施工能力

コンプライアンス
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［施工能力等の見える化評価］実施機関一覧

職種 見える化評価実施機関 問合せ先・団体HP 申込HP

基礎ぐい
（一社）全国基礎工事業団体連合会

０３－３６１２－６６１１
http://www.kt.rim.or.jp/~zenkiren/

http://www.kt.rim.or.jp/~zenkiren/contents/mieruk
a.html

（一社）日本基礎建設協会
０３－６６６１－０１２８
http://www.kisokyo.or.jp/

準備中

切断穿孔 ダイヤモンド工事業協同組合
０３－３４５４－６９９０
https://www.dca.or.jp/

https://www.dca.or.jp/evaluation-criteria.html

機械土工 （一社）日本機械土工協会
０３－３８４５－２７２７
http://www.jemca.jp/

http://www.jemca.jp/mieruka/kikai_mieruka.html

建築大工
（工務店）

全国建設労働組合総連合
０３－３２００－６２２１
https://www.zenkensoren.org/

https://www.zenkensoren.org/training/sistemuriyou
niyorumeri/koumutenhyouka/

（一社）JBN・全国工務店協会
０３－５５４０－６６７８
https://www.jbn-support.jp/

準備中

（一社）全国住宅産業地域活性化協議会
０３－３５３７－０２８７
https://www.jyukatsukyo.or.jp/

準備中

鉄筋 （公社）全国鉄筋工事業協会
０３－５５７７－５９５９
https://www.zentekkin.or.jp/

準備中

鳶・土工 （一社）日本建設躯体工事業団体連合会
０３－３９７２－７２２１
http://nihonkutai.or.jp/

http://nihonkutai.or.jp/2021/09/29/%e3%80%8c%e5%b0%82%e9%96%
80%e5%b7%a5%e4%ba%8b%e4%bc%81%e6%a5%ad%e3%81%ae%e6
%96%bd%e5%b7%a5%e8%83%bd%e5%8a%9b%e7%ad%89%e3%81%
ae%e8%a6%8b%e3%81%88%e3%82%8b%e5%8c%96%e8%a9%95%e
4%be%a1%e3%80%8d-%e5%8f%97/

土工
※R4.3.29より

（一社）日本機械土工協会
０３－３８４５－２７２７
http://www.jemca.jp/

準備中

左官
※R4.3.29より

（一社）日本左官業組合連合会
０３－３２６９－０５６０
http://www.nissaren.or.jp/

準備中

PC工事
※R4.3.29より

（一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会
０３－３２６０－２５４５
http://www.pckouji.jp/

http://www.pckouji.jp/mieruka/mieruka.html

コンクリート圧送 （一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会 （検討中）

圧接 全国圧接業協同組合連合会 （検討中）

型枠 （一社）日本型枠工事業協会 （検討中）

配管 全国管工事業協同組合連合会 （検討中）

エクステリア （公社）日本エクステリア建設業協会 （検討中）

内装仕上工事 （一社）全国建設室内工事業協会 （検討中）

運動施設 （一社）日本運動施設建設業協会 （検討中） 24



（６）建設業の一人親方対策



これまでの主な取組

関係者を挙げて社会保険未加入問題への対策を進めることで、

○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保

○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築 を実現する必要がある

中央建設業審議会 「建設産業における社会保険加入の徹底について（提言） 」 （平成２４年３月）

○ 建設業社会保険推進連絡協議会の設置 （H24.5設置、H29.5改組）

・建設業関係団体等８４団体、学識経験者、行政（国交省、厚労省）により構成

１．行政・元請・下請一体となった保険加入の推進

○ 下請指導ガイドライン（課長通知）の制定 （H24.11～）

・元請企業は、下請企業や作業員の保険加入状況を確認・指導
・平成２９年度以降は、①未加入企業を下請企業に選定しない、②適切な保険に未加入の
作業員は特段の理由が無い限り現場入場を認めない取扱い

・令和２年１０月より社会保険加入確認のCCUS活用の原則化
・令和４年４月より働き方自己診断チェックリストを活用した、一人親方の実態の適切性
の確認を強化

５．社会保険加入に係る建設企業の取組指針の制定・浸透

○ 直轄工事の予定価格への反映（H24.4～）
・事業主負担分及び本人負担分について、必要な法定福利費を予定価格に反映

○ 法定福利費を内訳明示した見積書の活用
・専門工事業団体毎に「標準見積書」を作成し、活用を開始（H25.9～）
・建設業許可部局の立入検査による見積書の活用徹底（H28.6～）
・研修会の開催、簡易版の「見積書の作成手順」の作成等による周知・啓発
・標準見積書による労務費及び法定福利費の確保について、元請・下請・民間発
注者に対して取組を再度要請（R3.12～）

○ 請負代金内訳書への法定福利費の内訳明示（H29.7）
・標準約款（公共／民間／下請）を改正し、受注者が作成し発注者に提出する請
負代金内訳書に法定福利費を内訳明示

○ 法定福利費の支払い状況に関する実態調査の実施 （H29.9～）

６．法定福利費の確保

○ 国土交通省直轄工事における対策の実施 （H26.8～段階的に実施）

・二次以下の下請企業についても加入企業に限定（H29.4～）
・二次以下の未加入企業についても元請にペナルティを実施（H29.10～）

○ 地方公共団体発注の工事における対策の実施

・加入企業への限定を図ることを入札契約適正化法に基づき要請（H28.6）
・公共標準約款を改正し、下請企業を加入企業に限定する規定を創設（H29.7）

３．公共工事における対策の実施

○ 周知・啓発・相談体制の充実等

・相談窓口の設置、全国社会保険労務士会連合会との連携強化（H28.7～）
・地元の建設業者が参加し、事例共有や行動基準の採択を行う「社会保険加入推
進地域会議」を都道府県単位で開催（H29.7～R元）、「適切な保険」について
フローチャート形式で確認できるリーフレットの作成、周知（H30.1～）

７．その他

・実施後５年（H29年度）を目途に、企業単位では許可業者の加入率100％、
労働者単位では製造業相当の加入状況を目指すことを目標として共有

・目標の達成に向け、それぞれの立場で社会保険未加入対策を推進すること
を申し合わせ

・実施後５年（H29年度）を目途に、企業単位では許可業者の加入率100％、
労働者単位では製造業相当の加入状況を目指すことを目標として共有

・目標の達成に向け、それぞれの立場で社会保険未加入対策を推進すること
を申し合わせ

○ 工事施工を加入企業に限定する旨の誓約書の活用 （H30.1～）

４．民間発注工事における対策の実施

○ 経営事項審査における減点幅の拡大等 （H24.7～）

・未加入企業に対する減点幅の拡大（H24.7～）、減点措置の厳格化（Ｗ点の下
限値をゼロからマイナスへ見直し）（H30.4～）

○ 許可更新時等の確認・指導 （H24.11～）

・許可更新・経審・立入検査時に保険加入状況を確認・指導
・立入検査時には元請企業の下請企業への指導状況も確認
・未加入の企業は保険担当部局に通報

○ 許可要件化（R2.10～）

・建設業法を改正し、社会保険への加入を建設業許可の要件化

２．行政によるチェック・指導

建設業における社会保険加入対策の概要 （平成２４年度～）
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社会保険加入状況調査結果について

労働者別・３保険別加入割合の推移

企業別・３保険別加入割合の推移

※企業別及び労働者別における「未加入」には、関係法令上社会
保険の加入義務のないケースも含んでいる。

企業別

労働者別

雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険

H23.10 94% 86% 86% 84%

H24.10 95% 89% 89% 87%

H25.10 96% 92% 91% 90%

H26.10 96% 94% 94% 93%

H27.10 98% 97% 96% 96%

H28.10 98% 97% 97% 96%

H29.10 98% 98% 97% 97%

H30.10 98% 98% 97% 97%

R01.10 99% 99% 99% 98%

R02.10 99% 99% 99% 99%

R03.10 99% 99% 99% 98%

雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険

H23.10 75% 60% 58% 57%

H24.10 75% 61% 60% 58%

H25.10 76% 66% 64% 62%

H26.10 79% 72% 69% 67%

H27.10 82% 77% 74% 72%

H28.10 84% 80% 78% 76%

H29.10 91% 89% 86% 85%

H30.10 93% 90% 88% 87%

R01.10 94% 92% 89% 88%

R02.10 95% 92% 89% 88%

R03.10 95% 93% 89% 88%

99%

1%

＜雇用保険＞

加入
未加入

99%

1%

＜健康保険＞

加入
未加入

99%

1%

＜厚生年金＞

加入
未加入

95%

5%

＜雇用保険＞

加入 未加入

89%

11%

＜厚生年金＞

加入

未加入（国民年金加入者を含む）

88%

8%
4%

＜３保険＞

３保険加入
３保険いずれか加入
未加入

○ 公共事業労務費調査（令和３年10月調査）における社会保険加入状況調査結果をみると、
・ 企業別の加入率は、雇用保険では99% ［対前年度比－0.2% ］ 、健康保険では99% ［対前年度比
－0.2% ］ 、厚生年金保険では99% ［対前年度比+0.0% ］となっています。

・ 労働者別の加入率は、雇用保険では95% ［対前年度比+0.2% ］ 、健康保険では93% ［対前年度比
+0.5% ］ 、厚生年金保険では89% ［対前年度比+0.2% ］となっています。

98%

1% 1%
＜３保険＞

３保険加入
３保険いずれか加入
未加入

93%

7%

＜健康保険＞

加入
未加入（市町村国民健康保険加入者を含む）
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62.1%

90.8%

60.6%

90.9%

37.8%
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３保険加入割合（地方別）

北海道
東北
関東
北陸
中部
近畿
中国
四国
九州・沖縄
全国

84.2%

99.5%
99.0%

70.3%

98.4%

92.8%

98.7%

86.0%

96.6%

85.3%

97.2%

86.5%

99.1%

92.4%

99.5%

86.1%

98.2%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

３保険加入割合（地方別）

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州・沖縄

全国

社会保険加入状況の推移（地方別、元請・下請次数別）

○ 公共事業労務費調査（平成23年10月調査～令和３年10月調査）における３保険加入状況をみると、企業・労働
者のいずれも加入割合は上昇傾向にあるが、元請企業と比較して高次の下請企業は加入割合が低い傾向にある。

96.4%

99.5%

84.7%

99.0%

72.9%

97.2%

66.3%

92.1%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

３保険加入率

（元請・下請次数別）

元請

1次下請

2次下請

3次下請

企業別

77.7%

91.7%

54.9%

86.0%

44.4%

90.3%

43.6%

89.6%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

３保険加入割合
（元請・下請次数別）

元請

1次下請

2次下請

3次下請

労働者別
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一人親方問題の現状の課題と施策の方向性

１．現状の課題

○ 国土交通省においては、

・ 老後の生活や怪我時の保障など技能者に対する処遇改善

・ 法定福利費を適正に負担する企業による公平・健全な競争環境の整備

等の観点から、平成２４年度から社会保険加入対策を推進しており、企業単位・技能者単位ともに保険加入率上昇が見ら

れるなど、一定の効果が発現

○ 令和２年１０月から建設企業の社会保険加入が建設業許可・更新の要件として位置付けられるなど、社会保険加入対策

をさらに強化

○ 一方で、社会保険加入対策や労働関係法令規制の強化に伴って、法定福利費等の労働関係諸経費の削減を意図し

て、技能者の個人事業主化（いわゆる一人親方化）が進む懸念

○ 建設業界への聞き取りや企業アンケートにおいても、技能者の一人親方化が進んでいる傾向が示されており、その中に

は、実態が雇用労働者であるにもかかわらず、偽装請負の一人親方として従事している技能者も一定数存在

① 一人親方等に直接訴求する取組（令和元年度実施済）

⇒ 社員（労働者）と一人親方（個人事業主）の適切な働き方の理解
を促すとともに、社員として働いた場合は一人親方として働いた
場合と比較して、将来の年金給付額が多くなる可能性等につい
て、直接一人親方等に周知

法定福利費等の労働関係諸経費の削減を意図して、偽装請負としての一人親方化を進めることは、技能者の処遇
低下のみならず、法定福利費等を適切に支払っていない企業ほど競争上優位となるなど、公正・健全な競争環境を
阻害するのみならず、社会保険加入対策の根幹を揺るがす重要な問題

２．施策の方向性

② 実効性ある一人親方対策（今後実施）

⇒ 職種ごとの一人親方の実態把握等を行いつつ、規制逃れを目
的とした一人親方化対策、その他一人親方の処遇改善対策等に
ついて、「建設業の一人親方問題に関する検討会」において実効
性ある施策を検討・推進
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一人親方の懸念事項（技能者本人）

○ 職場にとらわれない自由な働き方が可能

○ 仕事をやればやるほど稼ぐことが可能

○ 自分の腕次第では高報酬も可能

○ 引退後（老後）の生活が不安定

○ 病気や仕事がなくなったときの保障がない

（失業等給付や雇用調整助成金等の対象から

外れる）

○ 業務中の怪我や事故は全て自己負担
（労災の特別加入制度を利用している場合は

掛金によって給付額が支払われる）

○ 建設業退職金共済制度の加入や掛金充当の

ハードルが高い

○ 法定福利費等の労働関係諸経費の削減を意図

して、偽装請負としての一人親方化を進めること

により、法定福利費等を適切に支払っていない企

業ほど価格競争で優位となるなど、公正・健全な

建設市場の阻害要因

○ 技能者の処遇悪化による担い手確保への支障

一人親方となることの利点

一人親方の懸念事項（建設業界）

一人親方の利点と懸念事項
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建設業の一人親方問題に関する検討会の目的

建設業の一人親方問題に関する検討会の目的

技能者の処遇改善や法定福利費を適正に負担する企業による公平・健全な競争環境の整備等を図るため、学
識経験者・建設業者団体等が一体となって、規制逃れを目的とした一人親方化防止対策、一人親方の処遇改善
対策等の諸課題に関し、実効性のある施策を推進する

規制逃れを目的とした
一人親方化防止対策

技能者に対する処遇改善の推進、法定
福利費を適正に負担する企業による公
平・健全な競争環境を阻害する動きを
無くすことを目的に対策を検討する。

法令による対応
（サンクション・ペナルティ）

雇用契約の締結
社会保険への加入

一人親方の処遇
改善対策 等

一人親方として適正に事業を行っている
事業主の保護や、排除しない、育成し
ていくことを目的に対策を検討する。

政策による対応
（プロの育成）

適正取引の推進法令による対応

専門性の向上
適切な請負代金の確保



社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン（概要）

〇下請企業について保険加入の確認・指導等

社会保険については関係者を挙げて取り組むことが求められており、元請企業においても下請企業に対する指導等の取組を講じる必要

元請企業の役割と責任

• 選定の候補となる建設企業について社会保険の加入状況を確認し、未加入
である場合には、早期に加入手続を進めるよう指導を行う

• 社会保険の全部又は一部に適用除外ではなく未加入である建設企業を下請
企業に選定しないとの取扱いを徹底

• 建設キャリアアップシステムに登録している企業を選定することを推奨

〇現場に入場する作業員について保険加入の確認・指導等
• 新規入場者の受け入れに際して、各作業員について作業員名簿の社会

保険欄を確認し、未加入等が発覚した場合には、作業員名簿を作成した
下請企業に対し、作業員を適切な保険に加入させるよう指導する

• 情報の真正性が確保されている建設キャリアアップシステムの登録情報
を活用し、同システムの閲覧画面等において社会保険加入状況の確認を
行うことを原則化

• 書面にて保険加入状況の確認をする場合、社会保険の標準報酬決定通
知書等のコピーを提示させ真正性の確保に向けた措置を講ずること

• 一人親方として下請企業と請負契約を結んでいるため「雇用保険」に加入
していない作業員がいる場合、元請企業は下請企業に対し、一人親方と
の関係を記載した再下請負通知書及び請負契約書の提出を求め、請負
契約書の内容が適切かどうかを確認するとともに、一人親方本人に対し、
現場作業に従事する際の実態を確認する

〇法定福利費の適正な確保
• 見積時から法定福利費を必要経費として適正に確保する必要があり、法定福利
費を内訳明示した見積書の提出について、下請企業に対する見積条件に明示す
るとともに、提出された見積書を尊重すること

• 元請負人が、法定福利費相当額を一方的に削減したり、労務費そのものや他の
費用で減額調整を行うなど、実質的に法定福利費相当額を賄うことができない金
額で建設工事の請負契約を締結することは厳に慎むべき

〇「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」は、建設業における社会保険の加入について、元請企業及び下請企業がそ
れぞれ負うべき役割と責任を明確にし、建設企業の取組の指針とするべきものとして策定

〇同ガイドラインは、平成２４年７月に通知し（課長通知）、同年１１月１日に施行（令和４年４月１日最終改訂）

下請企業の役割と責任

従業員の社会保険加入義務を負っているのは雇用主であるため、下
請企業自らが積極的にその責任を果たすことが必要不可欠

〇雇用する労働者の適切な社会保険への加入

〇元請企業が行う指導等への協力

• 労働者である社員と請負関係にある一人親方の二者を明確に区別した上
で、労働者である社員については社会保険加入手続を適切に行うことが
必要

• 元請企業の指導が建設工事の施工に携わる全ての下請企業に行き渡る
よう、元請企業が行う指導に協力する

〇法定福利費の適正な確保
• 自ら負担しなければならない法定福利費を適正に見積り、法定福利費を内

訳明示した見積書を注文者に提出するとともに、業務の一部を再下請負さ
せる場合は、再下請負人の法定福利費を適正に確保する

一人親方について

〇働き方自己診断チェックリストの活用
• 建設企業との契約の形式が請負契約であっても、実態が当該建設企業の指揮

監督下において労務を提供し、労務の提供として対価が支払われるものである
場合、当該契約は建設工事の完成を目的とした請負契約に当たらないため、建
設業法の適用を受けないことに留意

• 働き方を確認し、その結果に応じて、雇用契約の締結・社会保険の加入を行うよ
う当該建設企業に求めること

〇事業者としての立場
• 一人親方が建設企業と請負契約を締結する際に、当該請負契約が建設工事の

完成を目的とした内容である場合、事業者として当該工事に責任を持って施工
する必要があるため、建設業法等を遵守し、取引の適正化、工事費には必要経
費を適切に反映した請負代金の確保に努める

• 見積書を事前に交わすことや請負契約書を書面で交付することを徹底しなけれ
ばならない 31
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下請指導ガイドラインの改訂で追加する内容（簡易版１／２）
一人親方について

○建設業界として目指す一人親方の基本的な姿
・請け負った工事に対し自らの技能と責任で完成させることができる現場作業に従事する個人事業主

技能とは、相当程度の年数を上回る実務経験を有し、多種の立場を経験していることや、専門工事の技術のほか安全衛生等の様々
な知識を習得し、職長クラス（建設キャリアアップシステムのレベル３相当）の能力を有すること等
責任とは、建設業法や社会保険関係法令、事業所得の納税等の各種法令を遵守することや、適正な工期及び請負金額での契約締
結、請け負った工事の完遂、他社からの信頼や経営力があること等

○一人親方が建設企業と請負契約を締結している場合
建設工事の完成を目的とした請負契約に当たる場合
・建設業法令を遵守し、見積書を事前に交わすこと、書面契約の徹底をすること

建設企業との契約の形式が請負契約であっても、実態が建設企業の指揮監督下において労務を提供し、労務の提供として対価が支払われるも
のである場合
・働き方自己診断チェックリストで働き方を確認し、その結果、労働者に当てはまる場合は雇用契約の締結・社会保険の加入を行うよう当該建設
企業に求めること
・建設工事の完成を目的とした請負契約ではないため、建設業法の適用を受けないことに留意

チェックリストの項目にあまり該当しない
⇒労働者に当てはまらない働き方 元請企業は適切な施工体制台帳・施工体系図の作成を行う

元請企業の役割と責任

次のような一人親方に発注している企業については雇用契約の締結、社会保険の加入及び法定福利費の確保を促す
①10代の一人親方 ②経験年数３年未満の一人親方
③働き方自己診断チェックリストで確認した結果、雇用労働者に当てはまる働き方をしているもの
※上記①②は未熟な技能者の処遇改善や技能向上の観点からひとまずは雇用関係へ誘導していく方針
※再三の指導に応じず、改善が見られない場合は当該建設企業の現場入場を認めない取扱い

○下請企業が一人親方に対して再下請負をしている場合 → 「働き方自己診断チェックリスト」の活用を促し働き方の確認を行う



下請指導ガイドラインの改訂で追加する内容（簡易版２／２）

下請企業の役割と責任
○元請企業・下請企業が一人親方と直接、請負契約を締結している場合

元請企業の役割と責任

建設工事の完成を目的とした請負契約に当たる場合
・建設業法令を遵守し、見積書を事前に交わすこと、書面契約の徹底をすること
・請負金額に雇い入れている同種の社員の賃金に必要経費を加えた適切な報酬が支払われるよう努めるべき

一人親方との契約の形式が請負契約であっても、実態が元請（下請）企業の指揮監督下において労務を提供し、労務の提供として対価が
支払われるものである場合
・当該契約を履行するうえで働き方自己診断チェックリストで働き方を確認し、その結果、労働者に当てはまる場合は雇用契約の締結・社会保
険の加入を行うこと
・建設工事の完成を目的とした請負契約に当たらないため、建設業法の適用を受けないことに留意

○元請企業・下請企業の令和８年度以降の対応
→ 一人親方に対して「働き方自己診断チェックリスト」の確認事務の軽減を図るため、不適正な一人親方の目安の運用を目指す
働き方自己診断チェックリストの活用による事務負担の軽減、技能者の処遇改善及び技能向上の観点から、経験年数が一定未満（あるいは
建設キャリアアップシステムのレベルが一定未満）の技能者が一人親方として扱われている場合など、「適正でない一人親方の目安」を策定すること
を目指す。そのため、働き方自己診断チェックチェックリストの活用のあり方等について、本ガイドラインの運用状況等を踏まえつつ更なる検討を行い、
令和５年度末を目途に一定の道筋を示す。
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働き方自己診断チェックリスト

働き方自己診断チェックリストは、現場作業に従事する際の実態を確認するため、
以下の者が使用することを想定している。
①雇用契約を締結せず建設工事に従事する一人親方
②一人親方と直接、請負契約を締結する建設企業
記入者が①の場合
１ 契約する工事毎に当該工事を完成させる際の働き方を確認する。
２ 請負契約を締結している建設企業名及び担当者名を記入する。
記入者が②の場合
１ 工事を発注する前に当該一人親方の働き方を確認する。
２ 一人親方の氏名を記入する。

記 入 日1： 年 月 日
チ ェ ッ ク リ ス ト 記入者：
契約の相手方／担当者2：

（注意）
・働き方自己診断チェックリストで働き方を確認した結果、Ｂが多く当てはまる場合
は、雇用契約の締結を検討する。
・記入者は元請企業等に働き方自己診断チェックリストを提出する。なお、電子媒
体での提出を可能とする。
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②の手順において、A企業はチェックリストで一人親方の働き方を確認し、その結果、労働者に当てはまる働き方になっていると認められる場合は、適切に雇
用契約の締結・社会保険の加入を行うこと。
③の手順において、一人親方はチェックリストで働き方を確認し、その結果に応じて、雇用契約の締結・社会保険の加入を行うようA企業に求めること。なお、
A企業が必要な手続に応じない場合、関係行政機関等に相談すること。

働き方自己診断チェックリストの運用方法（１／２）

下請企業A

元請企業

ケース１ 施工体制台帳を作成する工事での確認

一人親方

①

② ③

④

① 元請企業は施工体制台帳の作成建設工事の通知時に②～④を行うよう働きかける。なお、
元請企業が直接一人親方と請負契約を締結する場合は、②～④の手順に準じて一人親方
の働き方を確認すること。

② 一人親方と直接、請負契約を締結する企業（以下、Ａ企業とする）は、一人親方に工事を
依頼する前にチェックリストで一人親方の働き方を確認・記入する。

③ 一人親方は請負契約を締結する前の見積時に、当該工事を完成させる際の働き方をチェック
リストで確認・記入し、Ａ企業に提出する。

④ Ａ企業は一人親方との関係を記載した再下請負通知書及び請負契約書、Ａ企業及び一
人親方が記入したチェックリストを元請企業に提出する。下請企業が数次にわたる場合は、上
位発注者を通じて元請企業に提出する。

⑤ 元請企業は請負契約書とチェックリストの内容を確認するとともに、現場入場等の機会を通じ
て一人親方本人に対し、現場作業に従事する際の実態を確認すること。

⑥ 契約書の内容が建設工事の完成を目的とした契約で無い場合やチェックリストの結果が労働
者と考えられる場合、元請企業はＡ企業に対して雇用契約の締結等を促す。

チ ェ ッ ク リ ス ト

チェックリスト(Ａ)

請 負 契 約 書

再下請負通知書

注意

事前説明
働き方自己診断チェックリスト（以下、チェックリスト）の記入を依頼する際に、以下の趣旨と注意事項を事前に説明すること。
趣旨
適切な施工体制台帳の作成や労災保険料の算出のため、工事を請け負う個人事業主として現場に入場するのか、実態が雇
用契約を締結すべきと考えられる雇用労働者として現場に入場するのかを確認するため。
注意事項
チェックリストを記入する際には、実態に即して記入すること。

チ ェ ッ ク リ ス ト
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働き方自己診断チェックリストの運用方法（２／２）

補足
直接の契約関係にある下請企業に指示し、又は協力させ、元請企業はこれを統括するという方法も可能。
施工体制台帳の作成を要する工事の場合はケース１またはケース３のいずれかを選択する。施工体制台帳の作成を要しない工
事の場合はケース２またはケース３のいずれかを選択する。

ケース３ 新規入場者教育等での確認
① 元請企業は新規入場者教育時の新規入場者調査票等で一人親方かそうでないかを確認する。
② 一人親方には「働き方自己診断チェックリスト」で働き方を確認し、チェックリストの提出を求める。
③ チェックリストに多く該当する場合は、A企業に対して雇用契約の締結等を促す。

下請企業A

元請企業

一人親方

①

② ③

④ チ ェ ッ ク リ ス ト

チェックリスト(Ａ)

契 約関係書類
（ 写 ）

ケース２ 施工体制台帳の作成を要しない工事での確認
① 元請企業は見積依頼の際に、一人親方に工事を依頼する下請企業がいる場合は②～④を
行うよう働きかける。なお、元請企業が直接一人親方に見積依頼を行う場合は、②～④の
手順に準じて一人親方の働き方を確認すること。

② 一人親方と直接、注文書及び請書による相互交付を行う企業（以下、Ａ企業とする）は
一人親方に工事を依頼する前にチェックリストで一人親方の働き方を確認・記入する。

③ 一人親方は見積を依頼された際に、当該工事を完成させる際の働き方をチェックリストで確認
・記入し、Ａ企業に提出する。

④ Ａ企業は見積書を元請企業に提出する際に、一人親方から提出された契約関係書類の写
し、Ａ企業及び一人親方が記入したチェックリストを提出する。下請企業が数次にわたる場合
は、上位発注企業を通じて元請企業に提出する。

⑤ 元請企業はチェックリストと契約関係書類の写しの内容を確認するとともに、一人親方本人に
対し、現場作業に従事する際の実態を確認すること。その結果、建設工事の完成を目的とし
た作業で無い場合やチェックリストの結果が労働者と考えられる場合、元請企業はＡ企業に
対して雇用契約の締結等を促す。

チ ェ ッ ク リ ス ト

注意
契約関係書類の写しとは、 A企業と一人親方の間で交わされた見積書、基本契約書、注文書や請書を想定している。
②の手順において、A企業はチェックリストで一人親方の働き方を確認し、その結果、労働者に当てはまる働き方になっていると認められる場合は、適切に雇
用契約の締結・社会保険の加入を行うこと。
③の手順において、一人親方はチェックリストで働き方を確認し、その結果に応じて、雇用契約の締結・社会保険の加入を行うようA企業に求めること。なお、
A企業が必要な手続に応じない場合、関係行政機関等に相談すること。
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「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」における「適切な保険」について

所属する事業所

就労形態 雇用保険
医療保険

（いずれか加入）
年金保険事業所の

形態
常用労働者

の数

法 人

１人～
常用

労働者
雇用保険※２

・協会けんぽ
・健康保険組合
・適用除外承認を受けた国民健康保
険組合（建設国保等）※１

厚生年金

－ 役員等 －

・協会けんぽ
・健康保険組合
・適用除外承認を受けた国民健康保
険組合（建設国保等）※１

厚生年金

個 人
事業主

５人～
常用

労働者
雇用保険※２

・協会けんぽ
・健康保険組合
・適用除外承認を受けた国民健康保
険組合（建設国保等）※１

厚生年金

１人～４人
常用

労働者
雇用保険※２

・国民健康保険
・国民健康保険組合（建設国保等）

国民年金

－
事業主、
一人親方

－
・国民健康保険
・国民健康保険組合（建設国保等）

国民年金

：事業主に従業員を加入させる義務があるもの ：個人の責任において加入するもの

※１ 年金事務所において健康保険の適用除外の承認を受けることにより、国民健康保険組合に加入する。
（この場合は、協会けんぽに加入し直す必要は無い。）
適用除外承認による国民健康保険組合への加入手続については日本年金機構のホームページを参照。
（http://www.nenkin.go.jp/service/seidozenpan/yakuwari/20150518.files/0703.pdf）

※２ 週所定労働時間が２０時間以上等の要件に該当する場合は常用であるか否かを問わない。

「下請指導ガイドライン」における

「適切な保険」の範
囲

３保険

医療保険及び年金保険

３保険

雇用保険
（医療保険と年金保険については個人
で加入）

（医療保険と年金保険については個人
で加入）※３

※３ 但し、一人親方は請負としての働き方をして
いる場合に限る（詳しくは、一人親方「社会
保険加入にあたっての判断事例集」参照）
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「適切な保険」を確認するためのフローチャート
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今後の取組について

39

直近の取組

内容

令和3年度 3月9日 第6回「建設業の一人親方問題に関する検討会」の開催
○ 改訂時に発出する通知文について意見交換
○ 働き方自己診断チェックリストの運用の確認
○ 令和８年度以降の対応に関する意見交換 等

令和4年度 ４月１日 「社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」改訂施行

4月～5月 社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」改訂の周知
〇ガイドラインの改訂に関する勉強会 等

6月 働き方自己診断チェックリストの活用促進
〇一人親方リーフレットの作成
※専門工事業団体、都道府県等へ送付

11月頃～ 建設工事における一人親方の就労状況の把握
〇「社会保険の加入及び賃金の状況等に関する調査」
※働き方自己診断チェックリストの活用状況についての設問を追加予
定

〇一人親方の実態把握の強化
〇実態を踏まえた、「適正でない一人親方の目安」の策定

今後の取組



独立行政法人勤労者退職金共済機構
建設業退職金共済事業本部

建退共の電子申請方式の普及促進について

matsumoto-h2wz
テキストボックス
資料４



建設業退職金共済制度について
１ 基本的な仕組み
○建設業の中小企業事業主が、雇用日数に応じて、建設技能労働者に掛金を充当（電子
申請方式又は証紙貼付方式）。

○労働者が現場を移動し、事業主を変えても、先々で掛金を充当されれば、建設業で働
いた日数は全部通算。

○勤労者退職金共済機構が、拠出された掛金を管理・運用。
○労働者が建設業界で働くことをやめたときに、労働者の請求により、機構から労働者に
対して退職金を支払。

２ 概要と実績
○掛金額 日額320円（月額換算6,720円（×21日））
○予定運用利回り 1.3%（令和3年10月1日以降）
○加入事業所数 約17万5千所（令和3年度末）
○加入労働者数 約216万人（令和3年度末）
○退職金支給総額 約576億円（令和3年度）
○労働者一人当たりの平均退職金支給額 約92.5万円（令和3年度）
○資産運用残高 10,688億円（令和3年度末）
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　　※　利用率は、月毎の平均掛金収納額に電子申請の掛金充当額が占める割合を表す

（令和3年度掛金収納額）  　（掛金日額の平均）  　（1月当たりの平均納付日数）
310円+320円
　　　　　2

（1月当たりの平均納付日数） (掛金日額)

月毎の平均掛金納付日数　＝　　　　　　570億円　÷     ÷　12月　 ＝ 万日分

月毎の平均掛金収納額　　　＝　　   　 1,510万日 ×　 320円 ＝ 4,864,000 千円

1,510

2021年
04月

2021年
05月

2021年
06月

2021年
07月

2021年
08月

2021年
09月

2021年
10月

2021年
11月

2021年
12月

2022年
01月

2022年
02月

2022年
03月

2022年
04月

2022年
05月

2022年
06月

2022年
07月

2022年
08月

退職金ポイント購入 4,489 5,607 25,795 17,171 17,917 25,676 36,698 54,785 59,291 51,047 60,700 113,758 111,168 93,900 118,089 111,472 102,952

証紙⇒ポイント交換 7,165 5,187 4,348 5,700 14,567 7,394 17,338 10,550 7,071 6,072 1,232 19,408 5,200 12,146 13,670 45,689 8,307

掛金充当 1,179 3,333 6,279 7,607 10,804 13,263 21,443 38,552 53,870 56,718 59,107 86,857 78,850 78,869 92,924 97,793 98,875
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電子申請利用状況（令和4年8月31日現在）

証紙⇒ポイント交換 退職金ポイント購入 掛金充当

（単位：千円）

利用率2.0%

3



※自社工事とは、雇用主と掛金拠出者が同一で、下請を利用しない場合の電子申請方式の掛金納付方法
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月
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月
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月
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月
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月
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月

2022
年03

月

2022
年04

月

2022
年05

月

2022
年06

月

2022
年07

月

2022
年08

月

掛金充当のうち自社工事 142 2,444 4,621 5,538 8,148 8,811 15,823 29,296 40,257 44,609 43,445 63,804 57,965 52,485 55,366 51,356 55,753

掛金充当のうち自社工事以外 1,037 888 1,658 2,069 2,656 4,452 5,619 9,256 13,613 12,109 15,663 23,054 20,885 26,385 37,558 46,438 43,121

全体に占める自社工事以外の比率 88.0% 26.7% 26.4% 27.2% 24.6% 33.6% 26.2% 24.0% 25.3% 21.3% 26.5% 26.5% 26.5% 33.5% 40.4% 47.5% 43.6%
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掛金充当のうち自社工事以外 掛金充当のうち自社工事 全体に占める自社工事以外の比率

（千円）
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建退共とＣＣＵＳのデータ連携の推進

方式Ⅰ(直接入力方式)
参照

　　建退共事務受託様式５号

殿 年 月 日

報 告 事 業 所 名

住 所

電 話 番 号

共 済 契 約 者

番 号

建設キ ャリアアッ プシス テム

事 業 者 I D

工 事 コ ー ド

建設キ ャリアアッ プシス テム

現 場 I D

備 考

（ 契 約 者 番 号 ）

元 請 事 業 所 名

次の表のとおり、就労実績を報告します。

就労 状況 年 月 日 ～ 年 月 日

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日 9日 10日 11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日 合計日数

※　建設キャリアアップシステム登録技能者は、ＣＣＵＳ欄に「〇」印を記載

被共済者就労状況報告書（日別報告様式）
整理番号

報 告 日

掛金納付についての

事務を委託します。

（ 契 約 者番 号）

総合計

一次 事 業 所 名

No. 被共済者番号 項番 氏名 CCUS

               印 

現場責任者確認

就労実績の集計に建設

キャリアアップシステムを

活用しています。

5号日別様式

方式Ⅱ（下請個別作業方式）

方式Ⅲ
（元請／一次下請一括作業方式）

（システム改修中）

就業履歴一覧ファイル
（雇用主が個別に
ダウンロード）

ＣＣＵＳ用
就業履歴
入力データ
ファイル

方式Ⅲは、
試行・説明会等を経ていただき順
次利用開始

電子申請専用サイト

　　　建退共事務受託様式４号

年 月 日

印

次の表のとおり、就労実績を報告します。 年 月 日～ 年 月 日

※　建設キャリアアップシステム登録技能者は、ＣＣＵＳ欄に「〇」印を記載

総合計　

No. 共済契 約者番号 項番 共済契約 者名 被 共 済 者 番 号 被 共済 者 名

報告期間：

(共 済 契 約 者 番 号 ) ( 共 済 契 約 者 番 号 )

元 請 事 業 所 名 一 次 事 業 所 名

工 事 コ ー ド

備 考

建 設 キ ャ リア ア ッ プ シ ス テム

現 場 I D

電 話 番 号

共 済 契 約 者

番 号

工 事 名

報 告 事 業 所 名

住 所

建 設 キ ャ リア ア ッ プ シ ス テム

事 業 者 I D

被共済者就労状況報告書（月別報告様式）
整 理 番 号

殿 報 告 日

掛金納付についての

事務を委託します。

就労実績の集計に建設
キャリアアップシステムを

活用しています。

現場責任者確認

C CU S
就 労 日数

31 0円

連携データ
4号月別様式

（共済契約者）

（建退共）

Ｒ

Ａ

Ｒ は、
令和4年9月末から下請個別作業方式
で利用可能
元請/一次下請一括作業方式は令和5年
2月に利用開始予定
説明会等は今後検討

一覧データ
登録方式

※ 直接入力の他、利便性の向上のため、共済契約者から希望の多い様式第5号
日別報告のデータファイル（EXCEL、CSV）を直接取込による入力も可能。

Ｂ

建退共連携ファイル
（元請一括）

二次

方式Ⅱ

Ａ 方式Ⅲ

or※

建退共連携ファイル
（元請/一次一括）

一次

建退共連携ファイル
（元請/一次一括）

元請

元下間での
報告も必須

元請が一括
して実施

5



建
退
共 CCUSと

建
退
共
の
共
通
マ
ニ
ュ
ア
ル
は

以
下
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

建
退
共

建
退
共
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

電
子
申
請
方
式
に
つ
い
て

⇒
電
子
申
請
方
式
関
係
の

各
種
マ
ニ
ュ
ア
ル

⇒
16

建
設
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
を
活

用
し
た
電
子
申
請
に
つ

い
て

Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ

Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
を
使
う

⇒
②
現
場
運
用

⇒
▼
建
退
共
電
子
申
請
に
つ
い
て

※
Ｒ
方
式
に
つ
い
て
は
作
成
中

6



7



8



5
1

北
海

道
7
月

2
5日

9
月

2
2日

①
9
月

2
7日

①
1
0月

1
4日

②
③

1
0月

2
8日

②
③

5
2

青
森

5
3

岩
手

8
月

2
3日

5
4

宮
城

8
月

3
1日

1
0月

3
1日

1
1月

4
日

1
2月

6
日

①
1
2月

9
日

②
1
2月

1
5日

③

5
5

秋
田

5
6

山
形

9
月

2
0日

①
1
0月

1
8日

②
1
0月

2
8日

③

5
7

福
島

1
1月

2
日

1
1月

1
8日

②

5
8

茨
城

9
月

6
日

①
②

③

5
9

栃
木

8
月

2
6日

9
月

7
日

9
月

1
2日

1
月

2
0日

①
②

③

6
0

群
馬

8
月

1
8日

9
月

2
7日

②
1
0月

7
日

③

6
1

埼
玉

8
月

2
3日

9
月

1
5日

1
1月

1
8日

①

6
2

千
葉

1
1月

1
7日

6
3

東
京

9
月

2
9日

②

6
4

神
奈

川
7
月

2
5日

6
5

新
潟

1
1月

2
日

①
1
1月

1
1日

②
1
1月

1
8日

③

6
6

富
山

1
月

1
2日

①

6
7

石
川

6
8

福
井

1
1月

8
日

①

6
9

山
梨

1
0月

1
1日

7
0

長
野

9
月

2
1日

1
0月

4
日

①
1
0月

1
8日

②
1
0月

2
5日

③

7
1

岐
阜

7
2

静
岡

1
0月

7
日

①
1
0月

2
1日

②

7
3

愛
知

2
月

2
7日

7
4

三
重

9
月

2
2日

9
月

2
9日

1
1月

8
日

①
1
1月

2
5日

②
1
1月

2
9日

③

7
5

滋
賀

9
月

8
日

②
9
月

2
9日

③

7
6

京
都

8
月

9
日

8
月

2
6日

①
9
月

1
6日

②
1
0月

7
日

③

7
7

大
阪

9
月

2
6日

7
8

兵
庫

1
0月

2
1日

1
1月

8
日

①
1
1月

2
5日

②
1
1月

2
9日

③

7
9

奈
良

8
月

1
9日

①
2
5日

②
8
月

2
6日

③
1
2月

6
日

①
1
5日

②
1
2月

2
0日

③

8
0

和
歌

山

8
1

鳥
取

1
0月

1
4日

1
0月

1
7日

1
0月

1
8日

8
2

島
根

1
0月

2
5日

1
0月

2
6日

1
0月

2
7日

1
2月

6
日

①
1
2月

9
日

②
1
2月

1
5日

③

8
3

岡
山

8
月

3
0日

①
9
月

2
0日

②
1
0月

2
5日

③

8
4

広
島

1
2月

9
日

①
1
2月

1
5日

②
1
2月

2
0日

③

8
5

山
口

8
月

2
9日

8
月

3
0日

9
月

8
日

①

8
6

徳
島

8
7

香
川

8
8

愛
媛

8
9

高
知

1
0月

4
日

①
1
0月

1
2日

②
1
0月

1
8日

③

9
0

福
岡

9
1

佐
賀

8
/1

支
部

8
/4

支
部

1
月

2
7日

②

9
2

長
崎

9
月

2
2日

②
2
7日

③
9
月

2
9日

①
1
0月

1
2日

②
2
1日

③
1
0月

2
5日

①

9
3

熊
本

9
4

大
分

8
月

1
9日

①
8
月

2
5日

②
8
月

3
0日

③

9
5

宮
崎

1
1月

2
日

①
1
1月

1
5日

②
1
1月

2
5日

③

9
6

鹿
児

島
1
1月

2
8日

1
1月

2
9日

9
月

1
6日

①
9
月

2
2日

②
9
月

2
7日

③

9
7

沖
縄

9
月

5
日

9
月

6
日

9
月

7
日

9
月

8
日

1
月

1
2日

①
1
月

1
7日

②
1
月

2
7日

③

Ｃ
Ｃ

Ｕ
Ｓ

連
携

1
1月

2
2日

④
1
1月

3
0日

⑤

８
月

１
月

、
２

月

１
２

月

都
道

府
県

別
　

建
退

共
主

催
　

説
明

会
開

催
日

程
表

制
度

説
明

会
電

子
申

請
操

作
説

明
会

９
月

、
１

０
月

2
0
2
2
/
9
/
3
0現

在

２
月

1
0月

1
0月

～
1
1月

※
4
7都

道
府

県
で

開
催

予
定

（
空

欄
は

調
整

中
）

１
２

月

８
月

２
月

9
/
6～

8
、

9
/
1
2～

1
4

表
中
の
電
子
申
請
操

作
説
明
会
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
は
以
下
の
と
お

り①
自
社
工
事

（
基
本
操
作
）

②
元
請
企
業
向
け

③
下
請
企
業
向
け

④
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
連
携
元

請
・
一
次
下
請
一
括

方
式

⑤
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
下
請
個

別
作
業
方
式

9



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

今後の協議会重点課題について

資料5



今後の協議会重点課題（総括）

1

○ 建設業における今後の担い手確保のため、建設キャリアアップシステムの登録及び活用を推進し、技能者

の賃金上昇や退職金制度の適正な運用等を通じて、技能者の処遇改善につながる好循環を継続する必要があ

る。

また、建設キャリアアップシステムを活用した週休２日工事の達成状況の確認等、現場管理機能の面にお

いてもより強化を図る必要がある。

○ 一人親方が安心して働ける環境整備のために、適切な契約形態かどうかを判断する働き方自己診断チェッ

クリストの活用を促進し、適切でない一人親方の目安についてより精緻な基準を設ける必要がある。

〇 建退共制度について、掛金納付の状況が透明化され事務作業の負担を軽減できる電子申請方式及びCCUS連

携の利用促進を図り、証紙貼付方式については適正な掛金納付を確保する必要がある。

今後の協議会重点課題（総括）

① 建設キャリアアップシステムの推進

② 建設業の一人親方対策の推進

③ 建退共・CCUS連携の利用促進

取組内容



今後の協議会重点課題①

① 建設キャリアアップシステムの推進

建設キャリアアップシステムを通じて、技能者が技能・経験に応じて適切に処遇され働き続けられる環境を実

現し、建設業が「地域の守り手」として将来にわたり持続的な役割を担っていくために以下の取組を実施する。

2

（１）建設キャリアアップシステムの活用推進

⇒ 更なる登録者の増加に向けて、技能者が現場でCCUSを活用できるように元請企業による環境整備を強化
する。

（２）他制度との連携強化による機能の充実

⇒ 建退共の電子申請方式による掛金納付との連携により、退職金充当の効率化を図る。

⇒ 公共工事における週休２日工事の達成状況の確認等、CCUSの現場管理機能の充実を図る。

（３）CCUSを活用した技能者の処遇改善

⇒ 能力評価制度との連動を通じて、技能レベルを反映した手当支給を促進することで、技能者の処遇改
善を図る。

⇒ 技能者の賃金上昇につながる取組を推進するため、建設業界との連携を強める。



今後の協議会重点課題②

② 一人親方対策の推進

建設業許可・更新の社会保険加入要件化等を契機とした、技能者の一人親方（個人事業主）化を進める動

きに注視し、技能者の処遇改善と法定福利費等を適正に負担する企業による公平・健全な競争環境の確保の

ため、以下の取組を実施する。

（１）働き方自己診断チェックリストの活用促進

⇒ 一人親方の就労状況について、適切な請負契約となっているかどうかを判断するツールである「働き方

自己診断チェックリストのより一層の活用促進を図り、雇用契約が適切と考えられる一人親方を雇用契約へ

誘導するよう働きかける。

（２）建設業の一人親方問題に関する検討会にて示された今後の方針に係る検討

⇒ 建設業の一人親方問題に関する検討会で今後の方針として示された「適正でない一人親方の目安」の策

定について、実態を踏まえたものにするため、一人親方の実態把握を強化する。

3



今後の協議会重点課題③

4

③ 建退共・CCUS連携の利用促進

建退共・CCUS連携の利用を促進し、技能者の退職金掛金納付を効率化することにより、就労実績に応じた退職
金の支払がなされるよう、以下の取組を実施する。

（１）建退共・CCUS連携の利用促進

⇒建退共の掛金納付における電子申請方式及びCCUS連携について周知し、利用の促進を図る。

（２）公共工事における発注者による掛金納付の履行確認の徹底

⇒公共工事において、発注者により実施することとなっている、建設事業者の掛金納付の履行確認を徹底し
証紙貼付方式並びに電子申請方式における適正な掛金納付を推進する。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

特定技能労働者に関する制度改正

資料6-1

国土交通省 不動産・建設経済局 国際市場課



特定技能１号のポイント

特定技能２号のポイント

○ 深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが
困難な状況にある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるため、在留資格「特定
技能１号」及び「特定技能２号」を創設（平成３１年４月から実施）

○ 特定技能１号：特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向けの
在留資格

○ 特定技能２号：特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格

特定産業分野：介護、ビルクリーニング、素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業、建設、
（１２分野） 造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業

（特定技能２号は下線部の２分野のみ受入れ可）

○ 令和４年４月末時点で７万３，５１２人が在留

○ 深刻化する人手不足への対応として、生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが
困難な状況にある産業上の分野に限り、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れるため、在留資格「特定
技能１号」及び「特定技能２号」を創設（平成３１年４月から実施）

○ 特定技能１号：特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向けの
在留資格

○ 特定技能２号：特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格

特定産業分野：介護、ビルクリーニング、素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業、建設、
（１２分野） 造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業

（特定技能２号は下線部の２分野のみ受入れ可）

○ 令和４年４月末時点で７万３，５１２人が在留

【就労が認められる在留資格の技能水準】

特定技能以外の在留資格 特定技能の在留資格
在留期間

技能水準

家族の帯同

支援

日本語能力水準

１年、６か月又は４か月ごとの更新、通算で上限５年まで

試験等で確認（技能実習２号を修了した外国人は試験等免除）

生活や業務に必要な日本語能力を試験等で確認
（技能実習２号を修了した外国人は試験免除）

基本的に認めない

受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

３年、１年又は６か月ごとの更新

試験等での確認は不要

要件を満たせば可能（配偶者、子）

受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象外

試験等で確認

在留期間

技能水準

家族の帯同

支援

日本語能力水準

在留資格「特定技能」について（概要）

受入れの上限 分野別に向こう５年間の受入れの上限を設定
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技能実習

（訓練）

１
号
試
験
等

受
入
計
画
の
審
査

（
国
交
大
臣
）

在
留
資
格
の
審
査

（
法
務
大
臣
）

特定技能2号

２
号
試
験
等

（ 帰国 ）

特定技能1号

（３～５年間）

最長５年
在留期間の更新

無制限

建設分野における特定技能制度の概要

は建設分野における上乗せ規制

○建設分野における上乗せ規制の概要

１）業種横断の基準に加え、建設分野の特性を踏まえて国土交通大臣が定める特定技能所属機関（受入企業）の基準を設定

２）当該基準において、建設分野の受入企業は、受入計画を作成し、国土交通大臣による審査・認定を受けることを求める

３）受入計画の認定基準
①受入企業は建設業法第３条の許可を受けていること
②受入企業及び１号特定技能外国人の建設キャリアアップシステムへの登録
③特定技能外国人受入事業実施法人（ＪＡＣ）への加入及び当該法人が策定する行動規範の遵守
④特定技能外国人の報酬額が同等の技能を有する日本人と同等額以上、安定的な賃金支払い、技能習熟に応じた昇給
⑤賃金等の契約上の重要事項の書面での事前説明（外国人が十分に理解できる言語）
⑥１号特定技能外国人に対し、受入れ後、国土交通大臣が指定する講習または研修を受講させること
⑦国又は適正就労監理機関による受入計画の適正な履行に係る巡回指導の受入れ 等

は建設業としての内容を定めるもの技能検定
３級程度

技能検定１
級程度、
班長経験

並行審査が可能

在
留
資
格
の
審
査

（ルート①）

技能実習からの
移行

（ルート②）

技能試験等への
合格

○建設分野における「特定技能１号」の在留資格の取得方法

以下の２ルートのいずれかにより、「特定技能１号」の在留資格を得ることが可能。

①技能実習２号を良好に修了（又は技能実習３号を修了）
②以下の試験の両方に合格
(a)技能評価試験： 「技能検定３級」又は「建設分野特定技能１号評価試験」
(b)日本語試験 ： 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験（N４以上）」

220616 差し替え



建築板金 内装仕上げ 表装

建築大工 コンクリート圧送

型枠施工 建設機械施工

鉄筋施工 トンネル推進工

とび 土工

屋根ふき 電気通信

左官 鉄筋継手

配管 吹付ウレタン断熱

保温保冷 海洋土木工

業務区分の整理の概要

業務区分整理

【見直し後】

○ 業務区分を３区分に統合し、業務範囲を拡大

○ 建設関係の技能実習職種を含む建設業に係る全て

の作業を新区分に分類

○ 特定技能外国人の安全性確保等の観点から、専門工

事業団体と特定技能外国人受入事業実施法人の連携に

より訓練・各種研修を充実

その他建設業に係る全ての作業
例：電気工事、塗装、防水施工 等

＋

旧業務区分（19区分）

【見直し前】

○ 業務区分が１９区分と細分化されており、

業務範囲が限定的

○ 建設業に係る作業の中で特定技能に含まれない

ものがあり、該当専門工事業団体等から特定技能の

対象に含めるよう要望あり

3.ライフライン・設備区分

1.土木区分

2.建築区分

例：コンクリート圧送 とび
建設機械施工 塗装等

例：建築大工 鉄筋施工 とび 屋根ふき
左官 内装仕上げ 塗装 防水施工等

例：配管 保温保冷 電気通信 電気工事等

【建設分野】業務区分の統合

※R４年８月３０日閣議決定



 

建設分野の２号特定技能外国人に求める「建設現場において複数の建設技能者を指導しながら作

業に従事し、工程を管理する者（班長）としての実務経験」について 

 

令和４年８月３０日 

国土交通省 

 

建設分野の２号特定技能外国人に求める「建設現場において複数の建設技能者を指導しながら

作業に従事し、工程を管理する者（班長）としての実務経験」及びその確認書類は、以下のとお

りとします。 

 

１．CCUSによる能力評価基準の設定のある職種 

（１）実務経験 

別表の「土木」、「建築」、「ライフライン・設備」業務区分に対応する建設キャリアアップシ

ステムの能力評価基準のある職種に係る能力評価基準のレベル３相当の「就業日数（職長＋班

長）」とする。 

  

（２）確認書類 

実務経験を確認する書類は、原則として、CCUS におけるレベル３の能力評価（レベル判定） 

結果通知書の写し又は２号特定技能外国人に求められる実務経験に係る申告書（分野参考様式

第６－３号。以下「申告書」）及び CCUS における技能者情報の表示画面の写し（就業日数（職

長及び班長）の分かる画面及び職種ごとの就業履歴数（職長及び班長）が分かる画面に限る。）

とする。 

建設キャリアアップシステムに蓄積されていない就業日数及び就業履歴数の証明方法につい

ては、分野参考様式第６－３号別紙の経歴証明書により確認することとする。なお、経歴証明

書については誓約欄まで正確に記入する必要がある。 

 

２．CCUSによる能力評価基準の設定のない職種 

（１）実務経験 

「就業日数（職長＋班長）が３年（勤務日数 645日）以上であること」とする。 

 

（２）確認書類 

 実務経験を確認する書類は、原則として、申告書及び CCUSにおける技能者情報の表示画面の

写し（就業日数（職長及び班長）の分かる画面及び職種ごとの就業履歴数（職長及び班長）が

分かる画面に限る。）とする。 

建設キャリアアップシステムに蓄積されていない就業日数及び就業履歴数の証明方法につい

ては、分野参考様式第６－３号別紙の経歴証明書により確認することとする。なお、経歴証明

書については誓約欄まで正確に記入する必要がある。 

 



別表

特定技能

業務区分 能力評価基準の呼称 能力評価実施団体
能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日数（職⾧及び班⾧）

能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日履歴数（職⾧及び班⾧）

基礎ぐい工事
全国基礎工事業団体連合会

日本基礎建設協会
１年（215日）以上 215以上

土工 日本機械土工協会 １年（215日）以上 215以上

発破・破砕 日本発破・破砕協会 １年（215日）以上 215以上

03 コンクリート圧送工 土木/建築 コンクリート圧送 全国コンクリート圧送事業団体連合会 １年（215日）以上 215以上

08 ボーリング工 土木/建築 グラウト 日本グラウト協会 １年（215日）以上 215以上

10 グラウト工 土木/建築 グラウト 日本グラウト協会 １年（215日）以上 215以上

土工 日本機械土工協会 １年（215日）以上 215以上

プレストレストコンクリート プレストレスト・コンクリート工事業協会 １年（215日）以上 215以上

13 地盤改良工事工 土木/建築 グラウト 日本グラウト協会 １年（215日）以上 215以上

プレストレストコンクリート プレストレスト・コンクリート工事業協会 １年（215日）以上 215以上

基礎ぐい工事
全国基礎工事業団体連合会

日本基礎建設協会
１年（215日）以上 215以上

発破・破砕 日本発破・破砕協会 １年（215日）以上 215以上

02 掘削工 土木/建築 基礎ぐい工事
全国基礎工事業団体連合会

日本基礎建設協会
１年（215日）以上 215以上

01 造園工 土木 造園 １年（215日）以上 215以上

02 造園修景工 土木 造園 １年（215日）以上 215以上

03 公園設備工 土木 造園 １年（215日）以上 215以上

04 植栽工 土木 造園 １年（215日）以上 215以上

05 芝張工 土木 造園 １年（215日）以上 215以上

06 植木職 土木 造園 １年（215日）以上 215以上

とび
日本建設躯体工事業団体連合会

日本鳶工業連合会
2年（430日）以上 430以上

橋梁 日本橋梁建設協会 １年（215日）以上 215以上

プレストレストコンクリート プレストレスト・コンクリート工事業協会 １年（215日）以上 215以上

06 くい打ち工 土木/建築 基礎ぐい工事
全国基礎工事業団体連合会

日本基礎建設協会
１年（215日）以上 215以上

07 土止め工 土木/建築 エクステリア 日本エクステリア建設業協会 １年（215日）以上 215以上

07 石工 01 石工 土木/建築 エクステリア 日本エクステリア建設業協会 １年（215日）以上 215以上

能力評価

建設キャリアアップシステム 能力評価対象職種一覧（2022年8月30日現在）

11 土工

土木/建築

01 特殊作業員

01 特殊作業員

CCUSの技能者登録上の職種コード

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類）

土木/建築

06 とび工

01 とび工

04 造園工
日本造園建設業協会

日本造園組合連合会

02 普通作業員

01 普通作業員 土木/建築

土木/建築
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特定技能

業務区分 能力評価基準の呼称 能力評価実施団体
能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日数（職⾧及び班⾧）

能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日履歴数（職⾧及び班⾧）

能力評価

建設キャリアアップシステム 能力評価対象職種一覧（2022年8月30日現在）
CCUSの技能者登録上の職種コード

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類）

左官 日本左官業組合連合会 １年（215日）以上 215以上

エクステリア 日本エクステリア建設業協会 １年（215日）以上 215以上

01 電気工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 電気工事 日本電設工業協会 １年（215日）以上 215以上

08 火災報知器据付工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 消火設備 消防施設工事協会 １年（215日）以上 215以上

鉄筋 全国鉄筋工事業協会 3年（645日）以上 645以上

プレストレストコンクリート プレストレスト・コンクリート工事業協会 １年（215日）以上 215以上

02 鉄筋圧接工 建築 圧接 全国圧接業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

13 溶接工 01 溶接工 土木/建築/ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 基礎ぐい工事
全国基礎工事業団体連合会

日本基礎建設協会
１年（215日）以上 215以上

機械土工 日本機械土工協会 １年（215日）以上 215以上

発破・破砕 日本発破・破砕協会 １年（215日）以上 215以上

02 しゅんせつ工 土木 海上起重 日本海上起重技術協会 １年（215日）以上 215以上

03 コンクリートポンプ車運転工 土木 コンクリート圧送 全国コンクリート圧送事業団体連合会 １年（215日）以上 215以上

05 海上工事機械運転工 土木 海上起重 日本海上起重技術協会 １年（215日）以上 215以上

機械土工 日本機械土工協会 １年（215日）以上 215以上

海上起重 日本海上起重技術協会 １年（215日）以上 215以上

発破・破砕 日本発破・破砕協会 １年（215日）以上 215以上

07 くい打機運転工 土木 海上起重 日本海上起重技術協会 １年（215日）以上 215以上

08 クレーン運転工 土木 海上起重 日本海上起重技術協会 １年（215日）以上 215以上

18 さく岩工 01 さく岩工 土木 発破・破砕 日本発破・破砕協会 １年（215日）以上 215以上

20 トンネル作業員 01 トンネル工（普通作業員） 土木 トンネル 日本トンネル専門工事業協会 １年（215日）以上 215以上

橋梁 日本橋梁建設協会 １年（215日）以上 215以上

プレストレストコンクリート プレストレスト・コンクリート工事業協会 １年（215日）以上 215以上

23 橋りょう塗装工 01 橋りょう塗装工 土木 建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

橋梁 日本橋梁建設協会 １年（215日）以上 215以上

プレストレストコンクリート プレストレスト・コンクリート工事業協会 １年（215日）以上 215以上

09 電工

10 鉄筋工
01 鉄筋工

08 ブロック工 01 ブロック工

03 吹付塗装工 土木/建築

12 塗装工

01 塗装工

土木

土木

24 橋りょう世話役 01 橋りょう世話役

22 橋りょう特殊工 01 橋りょう特殊工

14 運転手（特殊）

01 運転手（特殊）・建設機械運転工

06 掘削機械運転工

土木

土木

建築

土木/建築

土木/建築
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特定技能

業務区分 能力評価基準の呼称 能力評価実施団体
能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日数（職⾧及び班⾧）

能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日履歴数（職⾧及び班⾧）

能力評価

建設キャリアアップシステム 能力評価対象職種一覧（2022年8月30日現在）
CCUSの技能者登録上の職種コード

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類）

26 高級船員 01 高級船員 土木 海上起重 日本海上起重技術協会 １年（215日）以上 215以上

27 普通船員 01 普通船員 土木 海上起重 日本海上起重技術協会 １年（215日）以上 215以上

型枠 日本型枠工事業協会 １年（215日）以上 215以上

プレストレストコンクリート プレストレスト・コンクリート工事業協会 １年（215日）以上 215以上

01 大工 建築 建築大工 0.5年（108日）以上 108以上

02 宮大工 建築 建築大工 0.5年（108日）以上 108以上

03 造作大工 建築 建築大工 0.5年（108日）以上 108以上

04 組立大工 建築 建築大工 0.5年（108日）以上 108以上

05 営繕大工 建築 建築大工 0.5年（108日）以上 108以上

06 木工 建築 建築大工 0.5年（108日）以上 108以上

07 大工（ツーバイフォー工法） 建築 建築大工 0.5年（108日）以上 108以上

08 外装大工 建築 建築大工 0.5年（108日）以上 108以上

09 大工(丸太組工法) 建築 建築大工 0.5年（108日）以上 108以上

01 左官工 建築 左官 日本左官業組合連合会 １年（215日）以上 215以上

建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

左官 日本左官業組合連合会 １年（215日）以上 215以上

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

左官 日本左官業組合連合会 １年（215日）以上 215以上

外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

33 型わく工 01 型わく工

建築

03 外壁仕上工 建築

34 大工

JBN・全国工務店協会

全国建設労働組合総連合

全国住宅産業地域活性化協議会

日本ツーバイフォー建築協会

日本木造住宅産業協会

日本ログハウス協会

プレハブ建築協会

35 左官

02 吹付工

土木/建築
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特定技能

業務区分 能力評価基準の呼称 能力評価実施団体
能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日数（職⾧及び班⾧）

能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日履歴数（職⾧及び班⾧）

能力評価

建設キャリアアップシステム 能力評価対象職種一覧（2022年8月30日現在）
CCUSの技能者登録上の職種コード

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類）

01 配管工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管

日本空調衛生工事業協会

日本配管工事業団体連合会

全国管工事業協同組合連合会

１年（215日）以上 215以上

ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管

日本空調衛生工事業協会

日本配管工事業団体連合会

全国管工事業協同組合連合会

１年（215日）以上 215以上

ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 消火設備 消防施設工事協会 １年（215日）以上 215以上

03 配管工（冷暖房） ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管

日本空調衛生工事業協会

日本配管工事業団体連合会

全国管工事業協同組合連合会

１年（215日）以上 215以上

配管

日本空調衛生工事業協会

日本配管工事業団体連合会

全国管工事業協同組合連合会

１年（215日）以上 215以上

消火設備 消防施設工事協会 １年（215日）以上 215以上

05 配管工（プラント） ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管 １年（215日）以上 215以上

06 ボイラー設置工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管 １年（215日）以上 215以上

07 ポンプ設置工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管 １年（215日）以上 215以上

08 浄化設備工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管 １年（215日）以上 215以上

09 計装工（給排水衛生設備） ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管 １年（215日）以上 215以上

10 水道施設工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管 １年（215日）以上 215以上

11 消防施設工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管 １年（215日）以上 215以上

12 ガス器具取付工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 配管 １年（215日）以上 215以上

13 冷凍空調設備工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 冷凍空調 日本冷凍空調設備工業連合会 １年（215日）以上 215以上

ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備配管工（ガス）

日本空調衛生工事業協会

日本配管工事業団体連合会

全国管工事業協同組合連合会

36 配管工

02 配管工（給排水・衛生）

04
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特定技能

業務区分 能力評価基準の呼称 能力評価実施団体
能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日数（職⾧及び班⾧）

能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日履歴数（職⾧及び班⾧）

能力評価

建設キャリアアップシステム 能力評価対象職種一覧（2022年8月30日現在）
CCUSの技能者登録上の職種コード

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類）

土木/建築 防水 全国防水工事業協会 １年（215日）以上 215以上

土木/建築 左官 日本左官業組合連合会 １年（215日）以上 215以上

土木/建築 防水 全国防水工事業協会 １年（215日）以上 215以上

土木/建築 建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

土木/建築 外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

03 シート防水工 土木/建築 防水 全国防水工事業協会 １年（215日）以上 215以上

04 アスファルト防水工 土木/建築 防水 全国防水工事業協会 １年（215日）以上 215以上

建築 防水 全国防水工事業協会 １年（215日）以上 215以上

建築 建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

建築 外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

土木/建築 防水 全国防水工事業協会 １年（215日）以上 215以上

土木/建築 建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

土木/建築 外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

39 板金工 01 板金工 建築/ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 建築板金 日本建築板金協会 １年（215日）以上 215以上

左官 日本左官業組合連合会 １年（215日）以上 215以上

タイル張り 日本タイル煉瓦工事工業会 3年（645日）以上 645以上

道路標識・路面標示 全国道路標識・標示業協会 １年（215日）以上 215以上

41 サッシ工 01 サッシ工 建築 サッシ・カーテンウォール
日本サッシ協会

建築開口部協会
１年（215日）以上 215以上

42 屋根ふき工 01 屋根工 建築 左官 日本左官業組合連合会 １年（215日）以上 215以上

防水工

シーリング防水工

40 タイル工 01 タイル工 建築

06 ウレタン防水工

02 塗膜防水工

05

38 防水工

01
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特定技能

業務区分 能力評価基準の呼称 能力評価実施団体
能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日数（職⾧及び班⾧）

能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日履歴数（職⾧及び班⾧）

能力評価

建設キャリアアップシステム 能力評価対象職種一覧（2022年8月30日現在）
CCUSの技能者登録上の職種コード

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類）

01 内装工 建築 内装仕上

全国建設室内工事業協会

日本建設インテリア事業協同組合連合会

日本室内装飾事業協同組合連合会

3年（645日）以上 645以上

02 内装仕上工 建築 内装仕上

全国建設室内工事業協会

日本建設インテリア事業協同組合連合会

日本室内装飾事業協同組合連合会

3年（645日）以上 645以上

04 軽鉄工 建築 内装仕上

全国建設室内工事業協会

日本建設インテリア事業協同組合連合会

日本室内装飾事業協同組合連合会

3年（645日）以上 645以上

06 ボード張り工 建築 内装仕上 3年（645日）以上 645以上

07 床張り工 建築 内装仕上 3年（645日）以上 645以上

08 壁装（クロス）工 建築 内装仕上 3年（645日）以上 645以上

11 フローリング工 建築 内装仕上 3年（645日）以上 645以上

12 二重床工 建築 内装仕上 3年（645日）以上 645以上

13 表具師 建築 内装仕上 3年（645日）以上 645以上

14 経師 建築 内装仕上 3年（645日）以上 645以上

15 ブラインド工 建築 内装仕上 3年（645日）以上 645以上

16 家具工 建築 内装仕上 3年（645日）以上 645以上

01 ガラス工 建築 硝子工事 3年（645日）以上 645以上

02 ガラスブロック工 建築 硝子工事 3年（645日）以上 645以上

02 シャッター工 建築 サッシ・カーテンウォール １年（215日）以上 215以上

03 鋼製建具工 建築 サッシ・カーテンウォール １年（215日）以上 215以上

04 カーテンウォール工 建築 サッシ・カーテンウォール １年（215日）以上 215以上

01 ダクト工（空気調和設備） 土木/建築 ダクト
日本空調衛生工事業協会

全国ダクト工業団体連合会
１年（215日）以上 215以上

土木/建築 建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

土木/建築 外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

全国板硝子工事協同組合連合会

全国板硝子商工協同組合連合会

45 建具工
日本サッシ協会

建築開口部協会

43 内装工

全国建設室内工事業協会

日本建設インテリア事業協同組合連合会

日本室内装飾事業協同組合連合会

全国建設室内工事業協会

日本建設インテリア事業協同組合連合会

日本室内装飾事業協同組合連合会

46 ダクト工
03 塗装工（空気調和設備）

44 ガラス工
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特定技能

業務区分 能力評価基準の呼称 能力評価実施団体
能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日数（職⾧及び班⾧）

能力評価基準のレベル３に対応する
必要な就業日履歴数（職⾧及び班⾧）

能力評価

建設キャリアアップシステム 能力評価対象職種一覧（2022年8月30日現在）
CCUSの技能者登録上の職種コード

大分類コード番号
及び大分類

小分類コード番号及び小分類
（※就業履歴の蓄積対象となる職種分類）

01 保温工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 保温保冷 １年（215日）以上 215以上

保温保冷 １年（215日）以上 215以上

ウレタン断熱 日本ウレタン断熱協会 １年（215日）以上 215以上

04 防露工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 保温保冷 １年（215日）以上 215以上

05 耐火被覆工（湿式） ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 保温保冷 １年（215日）以上 215以上

06 耐火被覆工（乾式） ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 保温保冷 １年（215日）以上 215以上

ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 建築塗装 日本塗装工業会 １年（215日）以上 215以上

ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 外壁仕上 日本外壁仕上業協同組合連合会 １年（215日）以上 215以上

ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 保温保冷 日本保温保冷工業協会 １年（215日）以上 215以上

01 建築ブロック工 建築 エクステリア 日本エクステリア建設業協会 １年（215日）以上 215以上

03 ALC工 建築 ＡＬＣ ＡＬＣ協会 １年（215日）以上 215以上

49 設備機械工 10 冷凍空調設備工 ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備 冷凍空調 日本冷凍空調設備工業連合会 １年（215日）以上 215以上

05 道路標識設置工 土木 道路標識・路面標示 １年（215日）以上 215以上

06 路面標示設置工(区画線工) 土木 道路標識・路面標示 １年（215日）以上 215以上

左官 日本左官業組合連合会 １年（215日）以上 215以上

エクステリア 日本エクステリア建設業協会 １年（215日）以上 215以上

11 運動施設工 土木 運動施設 日本運動施設建設業協会 １年（215日）以上 215以上

26 解体工 建築 発破・破砕 日本発破・破砕協会 １年（215日）以上 215以上

27 解体工（コンクリート工作物） 建築 発破・破砕 日本発破・破砕協会 １年（215日）以上 215以上

34 ＰＣ工 土木/建築 プレストレストコンクリート プレストレスト・コンクリート工事業協会 １年（215日）以上 215以上

37 切断穿孔工 土木/建築 切断穿孔 ダイヤモンド工事業協同組合 １年（215日）以上 215以上

40 仕上多能工 建築 左官 日本左官業組合連合会 １年（215日）以上 215以上

全国道路標識・標示業協会

10 エクステリア工（外構工）

耐火被覆工（塗装）

48 建築ブロック工

47 保温工

日本保温保冷工業協会

02 熱絶縁工

日本保温保冷工業協会

07

ﾗｲﾌﾗｲﾝ･設備

土木

52 その他（施工）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

持続可能な建設業に向けた環境整備検討会

資料6-2

国土交通省 不動産・建設経済局 建設業課
入札制度企画指導室



持続可能な建設業に向けた環境整備検討会

担い手確保や生産性向上等の従前からの建設業における課題や、昨今の建設資材の急激な価格変動等の

建設業を取り巻く環境の変化を踏まえ、将来にわたり建設業を持続可能なものとするための環境を整備

するために必要な施策の方向性について、検討を行う。

○建設資材価格の変動への対応

・資材価格変動に対応しやすい契約について

－ 契約・費用（コスト）の透明性、リスク負担のあり方 など

○建設技能者の処遇改善

・技能者の賃金を適切に行き渡らせる方策について

－ 重層下請構造の適正化、労務の需給調整 など

・賃金を下支えする仕組みについて

－ 労務費の「見える化」「標準化」、海外事例※ など

※ 基準賃金以上の支払いの義務付け、労働協約の遵守など

令和４年度

８月３日 第１回 論点整理

９月５日 第２回 事業者ヒアリング①

９月８日 第３回 事業者ヒアリング②

…

年度内 とりまとめ（予定）

座 長 楠 茂樹 上智大学法学部 教授

榎並 有理子 日本IBM株式会社 執行役員 公共事業部長

惠羅 さとみ 法政大学社会学部 准教授

大森 有理 弁護士

西野 佐弥香 京都大学大学院工学研究科 准教授

原 昌登 成蹊大学法学部 教授

堀田 昌英 東京大学大学院工学系研究科 教授

第１回検討会の様子

（敬称略）

主な検討事項 スケジュール

委 員
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あ
る
か
を
特
定
し
た
う
え
で
、
受
発
注
者
間
で
協
議
し
て
必
要
に
応
じ

て
契
約
変
更
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

受
注
者
は
、
建
設
工
事
に
従
事
す
る
者
が
長
時
間
労
働
や
週
休
２
日
の

確
保
が
難
し
い
よ
う
な
工
事
を
行
う
こ
と
を
前
提
と
す
る
、
著
し
く
短
い
工

期
と
な
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
受
発
注
者
間
及
び
元
下
間
で
適
正
な
工
期
で

請
負
契
約
を
締
結
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

ま
た
、
受
注
者
は
、
施
工
条
件
が
不
明
瞭
な
場
合
は
、
発
注
者
へ
そ
の
旨

を
通
知
し
、
施
工
条
件
を
明
ら
か
に
す
る
よ
う
求
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。 下

請
負
人
を
含
む
受
注
者
は
建
設
工
事
の
適
正
な
工
期
の
見
積
り
の
提

出
に
努
め
、
そ
の
工
期
に
よ
っ
て
は
建
設
工
事
の
適
正
な
施
工
が
見
込
ま
れ

な
い
請
負
契
約
の
締
結
（「
工
期
の
ダ
ン
ピ
ン
グ
」
）
は
行
っ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。 

発注者の責務 受注者の責務 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

DATA 中央建設業審議会「工期に関する基準」とは？ 
令和元年、適正な⼯期による請負契約の締結を確保し、働き⽅改⾰を促進するため、「新・

担い⼿３法」が成⽴し、その中で中央建設業審議会（国⼟交通省に設置された諮問機関）が
「⼯期に関する基準」を作成・勧告できることが規定されました。これを受けて同審議会が
基準の内容について審議を重ね、令和 2 年 7 ⽉に全 6 章からなる「⼯期に関する基準」が作
成・勧告されました。 

詳しくは☞ https://www.mlit.go.jp/report/press/totikensangyo13_hh_000711.html 
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⼯期全般にわたって考慮すべき事項 
降雨・降雪日や台風などの自然要因、週休２日の確保など休日・（法定外）労働時間、現

場の状況に伴う制約条件、関係者間の調整や行政への申請など、工期に影響を与える様々

な要素を考慮する必要があります。 
 

 

⼯程別に考慮すべき事項 
工期は大きく準備・施工・後片付けの３段階に分けられます。準備では資材調達・人材確

保等に要する時間を、施工では工程ごとの特徴・進捗管理等を、後片付けでは完了検査や

原形復旧、清掃に必要な時間等を考慮する必要があります。 
 

 

分野別に考慮すべき事項 
民間発注の建設工事では、住宅・不動産、鉄道、電力、ガスの 4 分野が大きな割合を占め

ています。これらの分野については、それぞれの工事の特性を理解し、受発注者間及び元

請・下請間において適切に協議し合意を図ったうえで、適正な工期を設定する必要がありま

す。 

 

工期設定にあたっては、たとえば住宅・不動産分野では、マンション工事における居住者の

事情やテナントの意向を踏まえて決定される完成時期や、再開発工事におけるまちづくりの方

針や関係者との調整などを考慮することが必要となります。また、鉄道分野では線路や駅等の

改良工事における列車の運行時間帯の回避などが、電力分野では送電設備工事における線

路停止作業日程などが、ガス分野ではガス製造施設の新設・改修工事における冬のガス高需

要期間での施工の回避などが、考慮すべき事項として挙げられます。 
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建設業の時間外労働規制の⾒直し  

建設業の将来の担い手確保の観点からも、長時間労働の是正や週休２日の確保など、働き方

改革の推進が喫緊の課題となっています。また、時間外労働の上限規制は、建設業はこれまで

適用猶予とされていましたが、令和６年４月１日以降は適用となり、違反した場合は罰則の対象と

なります。 
 

≪労働基準法の改正内容≫ 
 

（１）時間外労働の上限規制 

・原則として月４５時間・年３６０時間 

・臨時的な特別の事情がある場合でも上回ることのできない上限 

① 時間外労働が年７２０時間以内 

② 時間外労働と休日労働の合計が月１００時間未満 

③ 時間外労働と休日労働の合計について、２～６ヶ月の平均が全て１月当たり８０時間以内 

④ 時間外労働が月４５時間を超えることができるのは、年６か月が限度 
 

（２）建設業の取り扱い 

・令和６年３月３１日まで ・・上限規制は適用されません。 

・令和６年４月１日以降 ・・・①災害の復旧・復興の事業を除き、上限規制がすべて適用されます。 

②災害の復旧・復興の事業に関しては、上記（１）②③は適用されません。   

準備 
施工 

後片付け等 
基礎 土工 躯体 シールド 設備 

機器製作・ 
搬入 

内装 
仕上げ 

周辺状況 

＜全工程に共通する事項＞ 

契 
 

 
 

 

約 

完 
 

 
 

 

成 

自然的要因/休日/イベント/制約条件/契約方式/関係者との調整/行政への申請/労働・安全衛生/工期変更  等 

＜各工程において考慮すべき事項＞ 

・完了検査 
 
・引き渡し前の後片付
け、清掃等の後片付け
期間 

 
・原形復旧条件 

・大型機器の 
製作・搬入 

・受電の時期 
・設備の総合 
試運転調整 

 

・養生期間  
・先行作業  
・足場計画 

・地下水及び地下

埋設物の存在 
 
・掘削土の搬出 

・資機材調達や 
人材確保 

 
・資機材の管理や 
周辺設備 

 
・その他 

・労働者や建設資材の投入量や 
採用している工法等と工期の関係を確認 

＜その他考慮すべき事項＞ 

・分野別の考慮（住宅・不動産分野／鉄道分野／電力分野／ガス分野） 
・働き方改革、生産性向上に向けた取組 
・著しく短い工期と疑われる場合の対応 
・新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた工期等の設定 
・「工期に関する基準」の見直し 

※特に設計変更が行われる場合には、工期の変更が認められないケースが多いため、重点的に確認 
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働き⽅改⾰に向けた意識改⾰ 
●平和建設株式会社 （広島県・総合建設業） 
「週休２日」のチャレンジ現場を設定し、４週８休を目指す 

平和建設(株)では、元請企業と協力して、「週休２日での完

工」を前提とした施工スケジュールを試行する「チャレンジ現場」

を設けている。明確な目標を設定することで、社内での業務効

率化の意識が高まり、労働時間の削減に成功した。 

施⼯上の⼯夫 
●株式会社マツザワ⽡店（愛知県・⽡⼯事業） 
屋根瓦のプレカットルーフ工法で現場の作業時間を短縮 

(株)マツザワ瓦店では、３D CAD によって図面データを作成

し、それを元にあらかじめプレカットした瓦を現場へ持ち込むこ

とで、作業時間の短縮に成功した。その結果、施工のトータル

工数を約１５％まで削減できた。 

ICT ツールの活⽤ 
●株式会社イチテック（愛知県・総合建設業） 
ICT 建機の導入で測量作業の効率が大幅 UP！ 

(株)イチテックでは、バックホウマシンガイダンスや TS 測量

機器、レーザースキャナー等を積極的に導入することで、一人

での測量業務が可能となり、業務の大幅な省力化が実現した。

その結果、通常と比べて約 10 日の工期短縮にも成功した。 

事務作業の効率化 
●A 社 
事務作業のペーパーレス化で生産性向上を実現 

A 社では、事務作業における業務効率化を狙い、従来の承

認作業を電子決済や電子承認アプリを利用した作業に切り替

えた。これにより、ペーパーレス化が実現し、業務時間の短縮

や少人数での作業が可能となった。 
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■「妥当な工期が多い」は６割超も、 

「４週８休以上」は１割以下にとどまる 

注文者から提案された工期について、

「妥当な工期の工事が多かった」は 66.6%で

あったものの、「短い工期の工事が多かった」

は 29.2%、「著しく短い工期の工事が多かっ

た」と回答した建設企業は 1.6%であった。一

方で、平均的な休日の取得状況について

は、「４週６休程度」が 44.1%で最も多く、「４

週８休以上」は 8.6%にとどまった。 

 

■発注者の属性によっても工期設定や 

休日確保に差 

発注者の属性別にみると、工期設定につ

いて「（著しく）短い工期の工事が多かった」と

回答した割合は、小売（44.3%）・不動産業

（38.4%）・学校教育（38.1%）などが全体平均

（26.0%）よりも高かった。また、実際に取得で

きた休日については、「4 週 8 休以上」と回答

した割合は、小売（4.3%）・不動産業（4.6%）・

医療・福祉（5.3%）・住宅メーカー（5.6%）など

で全体平均（11.0%）を下回った。（数値は工

期変更がなかった工事の値） 

 

■“注文者からの理解”がポイントに 

将来の担い手を確保するためにも、適正工期

による働き方改革は、必ず達成すべき課題の一

つです。そのためには、まず何よりも「注文者の

理解」が必要だと、多くの建設企業が考えていま

す。 

建設業の適正な工期設定が、建設従事者の

働き方改革につながるということを注文者がしっ

かり自覚し、ゆとりある工期に理解を示すことが、

建設業の未来を守る第一歩となるでしょう。   

76.0%

67.6%

66.3%

49.9%

23.9%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80%

適切な準備期間等への

注文者の理解

休日確保等についての

注文者の理解

早期段階における

条件等の情報提供

短期間工期の場合、

請負金額への上乗せ

受注者側の

生産性向上の取組

その他

11.0% 9.5% 35.2% 21.1% 20.5%

2.0%

0.6%

N=2015

4週8休以上 4週7休程度 4週6休程度 4週5休程度

4週4休程度以下 不定休 その他

8.6% 10.0% 44.1% 22.9% 13.2%

1.0%

0.3%

N=1471

4週8休以上 4週7休程度 4週6休程度 4週5休程度

4週4休程度以下 不定休 その他

2.9% 23.1% 68.3%

5.7%

N=2015

著しく短い工期の

工事が多かった

短い工期の

工事が多かった

妥当な工期の

工事が多かった

余裕のある

工事が多かった

1.6%

29.2% 66.6%

2.7%

N=1471

著しく短い工期の工事が多かった 短い工期の工事が多かった

妥当な工期の工事が多かった 余裕のある工事が多かった

①注文者から提案された工期は適切だったか...(ＳＡ) 

⑤適正な工期設定の確保のために必要なこと...(MＡ) 

③工期は適切だったか...(ＳＡ) 

④実際に取得できた休日状況...(ＳＡ) 

②平均的な休日の取得状況...(ＳＡ) 
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国⼟交通省 不動産・建設経済局 建設業課 
〒１００-８９１８ 
東京都千代⽥区霞が関２-１-３中央合同庁舎３号館 
TEL︓ ０３－５２５３－８１１１（代表） 

 
 
 
 
 
 
 
参考事例がわかるサイトの紹介 

働き方改革と生産性向上を推進し、適正な工期の確保を目指すにあたっては、自社の取組のみならず、

他社の優良事例も参考にして創意工夫を行ってください。 

【工期に関する基準 参考事例集】https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001357460.pdf 

【週休２日達成に向けた取組の好事例集】https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000178.html 
 

⼯期設定⽀援システムの紹介 
工期設定に際し、歩掛かり毎の標準的な作業日数や、標準的な作業手順を自動で算出できる「工期設定

支援システム」が、国土交通省ホームページ内の「働き方改革・建設現場の週休２日応援サイト」で公開され

ています。無料でダウンロードして誰でも使用することができます。 

【働き方改革・建設現場の週休２日応援サイト】 https://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000041.html 
 

駆け込みホットラインの紹介 
著しく短い期間を工期とする請負契約を締結することは、建設業法第１９条の５の「著しく短い工期の禁止」

の規定に違反するおそれがあります。建設業に係る法令違反行為の疑義情報を受け付ける「駆け込みホット

ライン」が各地方整備局等に設置されており、締結された請負契約の工期が著しく短いと考えられる場合は、

発注者、受注者、元請負人、下請負人問わず通報・相談することができます。 

【建設業違反通報窓口 駆け込みホットライン】 https://www.mlit.go.jp/common/001372097.pdf 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 元請け会社が著しく短い工期で下請け契約を締結していると疑われる場合は、公共発注者が許可行政庁にその旨を通知し

なければならない(入契法) 

※２ 国土交通大臣等は著しく短い工期で契約を締結した発注者に対して勧告を行うことができる。また、勧告に従わない場合

は、その旨を公表できる(建設業法) 

著しく短い工期 
による契約 

駆け込みホットラインなどで違反の疑いを通報 

 勧告※２ 
勧告、指示 

通知※1 

発注者 

許可行政庁 
(国、都道府県) 

元請け会社 1 次下請け会社 
著しく短い工期 
による契約 


